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「千曲市まちづくり基本条例」逐条解説の見直し検討【新旧対照表】 
 

条  文 逐条解説【 旧 】 逐条解説【 新 】 

前文 

私たちが暮らす千曲市は、千曲川に育くまれた肥沃

な大地のもとで、先人たちが築き上げた歴史文化や郷

土を愛する多くの人々の英知と実践によって、今日を

迎えています。 

この美しい豊かな自然と貴重な財産、そして、相互

扶助の中で培われた風土や人の心を守り、育て、千曲

市の魅力を次の世代に引き継ぎ、「住んで良かった、住

んでみたいと思えるまち」、「活力に満ちた躍動するま

ち」そして「安全で安心なまち」を創っていかなくて

はなりません。 

そのために私たちは、自らの意志と責任により、ま

ちづくりに参加し、市民と市が「協働」してまちづく

りを進めていくことが重要です。 

ここに千曲市のまちづくりの理念を明らかにし、み

んなの力でまちづくりを進めていくために、この条例

を制定します。 

 

 

 

 

【解説】 

                         

             

                         

                         

                         

        

                         

                         

                         

                 

                         

                         

                   

                         

                         

                         

                         

                         

                         

    

【解説】 

・本条例の制定に当たっての背景や主旨を明らかにす

るために、前文を設けた。 

  第一段落は、千曲市が自然豊かなところであり、

先人たちの築き上げた歴史文化や郷土愛を持つ多

くの人々の英知と実践により今日に至っているこ

とを述べた。 

  本市は、古くから続く戸倉上山田温泉やあんずの

里、令和２年 6月に日本遺産「月の都千曲」に認定

された姨捨の棚田地域一帯など豊富な地域資源や

歴史・文化的遺産に恵まれている。 

  第二段落は、こうして先人が守ってきた自然、財

産、風土などを守り、育て、引き継ぐことで、より

よいまちづくりを進める決意を述べた。 

  令和4年度からスタートした第三次千曲市総合計

画では、市が目指すべき将来像を「人をてらす 人

をはぐくむ 人がつながる 月の都 ～文化伝承

創造都市・千曲～」と掲げ、これまで築き上げられ

た千曲市の特色ある文化を磨き上げ、進化させ、そ

して新たな文化を創造する都市を目指すこととし

た。 
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・「まちづくり」とは   

「まちづくり」は、道路や上下水道の整備、市街

景観形成などのハード面、情報共有や住民参加など

の仕組みづくりのソフト面、それぞれだけを指すも

のではない。日々人々が生業を営み、よりよい暮ら

しを個人個人がつくっていく「暮らしづくり」その

  第三・第四段落は、市民が自らの意思と責任でま

ちづくりに参加し、市民が主体となって市との協働

によりまちづくりを進めていく。そのため本条例を

制定すると宣言した。 

社会を取り巻く環境は、人口減少・少子高齢化の

進行やＩＣＴ化の進展、脱炭素社会※１に向けた取組

みなど、社会情勢が大きく変化する中、安心して心

豊かに暮らすことができる持続可能な地域社会※２

の実現のため、市と市民が協働してまちづくりを進

めていく必要がある。 

※１ 脱炭素社会とは、二酸化炭素やメタンなどの

温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする社会

のこと。 

※２ 持続可能な地域社会とは、地球環境や自然環

境が適切に保存され、将来の世代が必要とす

るものを損なうことなく、現在の世代の要求

を満たすような開発が行われている社会のこ

と。この社会を実現するため、国連では持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）を定めている。 

・「まちづくり」とは何か 

「まちづくり」は、道路や上下水道の整備、市街

景観形成などのハード面、情報共有や住民参加など

の仕組みづくりのソフト面、それぞれだけを指すも

のではない。日々人々が生業を営み、よりよい暮ら

しを個人個人がつくっていく「暮らしづくり」その
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ものが「まちづくり」である。 

従って、「まちづくり」の概念は非常に広く、たと

え千曲市で定義付けを試みてもさほど意味をなさ

ない。ことば遊びに終わる可能性があるため、以下

のとおり用語としての定義付けは不要と考えた。 

「まちづくり」の用語を定義しない理由 

①個々の事例を挙げることはできるが、概念が広く

総体で括るのは難しい。 

②定義することが、千曲市での「まちづくり」の意

味をかえって狭める。 

③定義してもすぐ陳腐化してしまう。（時代ととも

に変化する。） 

④条例という法令のなかで「まちづくり」を定義す

る必要性が低い。 

上記の結果、本条例では｢まちづくり｣を「自治を

基本とする」という趣旨で捉えることとした。 

・わたしたち市民が主体のまちづくりについて 

過去の日本では行政「サービス」の名の下に、「公

共サービス＝すべて行政がやること」と勘違いされ

てきている歴史がある。さまざまな公共課題の解決

は、                本来わたし

たち市民自身が主体的に考え、解決しなければなら

ない。               

・公共的な仕事（まちづくり）は、本来、住民が日常

生活の中で自らが主体的に行なってきた仕事であ

ものが「まちづくり」である。 

   「まちづくり」の概念は非常に広く、たと

え千曲市で定義付けを試みてもさほど意味をなさ

ない                ため、   

          定義付けはせず、     

                   

                        

             

                        

            

                        

         

                        

          

      本条例では｢まちづくり｣を「自治を

基本とする」という趣旨で捉えることとした。 

・わたしたち市民が主体のまちづくりについて 

                       

                         

          さまざまな公共課題の解決

は、行政だけがやることと決め付けず、本来わたし

たち市民自身が主体的に考え、解決しなければなら

ないことだと受け止める必要がある。 
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り、相互扶助の中で培われてきたものである。しか

し、行政が公共サービスの名の下に、本来住民が担

ってきた仕事を住民のニーズ等の名の下に引き受

けてきた歴史がある。このことによって行政は肥大

化し、公共課題の解決はそもそも行政が行なうもの

との錯誤が生まれてきた。 

本条例は「まちづくりの主体は市民である」との

住民自治の原点を立法事実とし、行政（市役所）の

役割を明確にし、住民自治を将来にわたって実行す

るために制定するものである。 

 

                         

                         

                         

                         

                         

              

本条例は「まちづくりの主体は市民である」との

住民自治の原点を立法事実とし、行政（市役所）の

役割を明確にし、住民自治を将来にわたって実行す

るために制定するものである。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、千曲市のまちづくりに関する基

本的な事項を定めるとともに、まちづくりにおける

わたしたち市民の権利と果たすべき役割を明らか

にし、自治の実現を図ることを目的とする。 

 

 

【解説】 

・ここでいう「自治」とは、自治の本旨（憲法第 92条）

である住民自治と団体自治の両側面を包含する。 

・「まちづくりに関する基本的な事項」とは、情報共有、

住民参加を中心とするさまざまな理念、わたしたち

市民の権利や責務、制度などをいう。 

 

 

【解説】 

・ここでいう「自治」とは、自治の本旨（憲法第 92条）

である住民自治と団体自治の両側面を包含する。 

・「まちづくりに関する基本的な事項」とは、情報共有、

住民参加を中心とするさまざまな理念、わたしたち

市民の権利や責務、制度などをいう。 

 

（用語の定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、それぞれ次

の各号に定めるところによる。 

(1) 市民 市内に住所を有する者、市内に勤務又は

在学する者及び市内に事務所又は事業所を有する

個人、法人等をいう。 

【解説】 

                         

                         

         

                         

                         

【解説】 

・本条例で使われている重要な用語について、条文を

理解・解釈するときに誤解が生じないようにするた

めに定義した。 

・市民の範囲については、地方自治法（昭和 22 年法

律第 67 号）で規定された「住民（市内に住所を有
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(2) 市の執行機関 市長、教育委員会、農業委員会、

選挙管理委員会、公平委員会、固定資産評価審査委

員会及び監査委員をいう。 

(3) 協働 まちづくりのために、市民、市議会及び市

の執行機関が、それぞれの果たすべき役割を自覚

し、協力し合うことをいう。 

 

                         

     

                         

                         

                         

                  

                         

                         

                         

                         

                

 

する者で、法人や外国人を含む）」よりも幅広く定義

した。 

・一方、市内に住所もなく勤務もしていない「市内に

土地を所有する者」や「長期滞在者・二地域居住者」

を市民としていないため、今後、「市民の定義」をど

こまで広げるか検討が必要となる。 

・具体的な権利や責務が問題になるときは、場合に応

じて「市民」の範囲を限定することがある。例えば、

本条例第 40 条第１項において、市民投票に参加で

きる者の資格は、それぞれの事案に応じ、別に条例

で定めることと規定している。 

 

第２章 まちづくりの基本原則 

（情報共有の原則） 

第３条 まちづくりは、自らが考え行動するという自

治の理念を実現するため、わたしたち市民がまちづ

くりに関する情報を共有することを基本に進めな

ければならない。 

 

 

【解説】 

・本条は「情報共有原則」の柱となる条項。わたした

ち市民自らが考え行動する自治のために必要不可

欠なものである。 

                         

                         

                         

                        

 

・用語の定義 

情報共有 市と市民とが市政に関する情報を保有

し、及び活用することをいう。 

 

【解説】 

・本条は「情報共有原則」の柱となる条項。わたした

ち市民自らが考え行動する自治のために必要不可

欠なものである。 

・ここでいう「まちづくりに関する情報」とは、具体

的には総合計画、総合計画で定める重要な計画、予

算・決算・財政状況、公共施設を整備する際に策定

する基本構想・基本計画、行政評価などをいう。 

 

・用語の定義 

情報共有 市と市民とが市政に関する情報を保有

し、及び活用することをいう。 
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・情報共有の理念 

「まちづくりの基本は、その主体である私たち市

民が自ら考え、行動することにあります。そして、

私たちが自ら考え、行動するためには、まちに関す

るさまざまな情報やまちづくりに対する考え方な

どが、私たちに十分に提供され、説明されていなけ

ればなりません。」 

「私たちは、まちづくりの諸活動が、すべての人

に開かれ、公正でわかりやすいものとなるよう、情

報の公開と共有化を進め、住むことに誇りを感じ、

喜びをわかちあえる郷土『私たちの千曲市』づくり

のために、この条例を制定します。」 

 

・情報共有の概念 

情報共有は、行政からの一方的な情報提供だけで

はなく、市民相互の情報発信があってこそ成り立つ

ものである。 

 

・基本原則の柱 

情報共有があって初めて住民参加が意味をなす。 

（本条例における基本原則の構成） 

①情報共有の原則 

第３条 情報共有を基本としたまちづくり 

第４条 情報へのアクセス権 

第５条 行政の説明責任 

         

                        

                        

                        

                        

                        

        

                        

                        

                        

                        

                 

 

・情報共有の概念 

情報共有は、行政からの一方的な情報提供だけで

はなく、市民相互の情報発信があってこそ成り立つ

ものである。 

 

・基本原則の柱 

情報共有があって初めて住民参加が意味をなす。 

（本条例における基本原則の構成） 

①情報共有の原則 

第３条 情報共有を基本としたまちづくり 

第４条 情報へのアクセス権 

第５条 行政の説明責任 
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②住民参加の原則 

第６条 行政のあらゆる過程における参加の機会

確保 

 

②住民参加の原則 

第６条 行政のあらゆる過程における参加の機会

確保 

 

（情報への権利） 

第４条 わたしたち市民は、市の仕事について必要な

情報の提供を受け、自ら取得する権利を有する。 

 

【解説】 

・いわゆる情報への「アクセス権」を市民の権利とし

て明示した。 

・用語の定義 

アクセス権 情報共有の核となる権利。市民が、行

政の保有する情報の提供を受動的に受け取ること

のみならず、主体的にその情報の提供を行政へ要求

し取得する権利をいう。（「要求し取得する」とは、

例えばインターネット上で市のホームページ    

         からまちづくりにかかわる情

報を取得するといった行動も含んでいる。）従って、

この権利は、わたしたちが市民として主体的にまち

づくりにかかわるための基礎的な参加権として位

置付けられる。 

・情報取得の機会均等により、誰もが対等な立場でま

ちづくりのための議論ができることを目的として

いる。 

・「市の仕事」という用語について 

わたしたち市民から見て、「政策」「施策」「事業」

といった言葉の使い分けに意味があるのかという

疑問がある。例えば、「政策」は国（政府）レベルの

【解説】 

・いわゆる情報への「アクセス権」を市民の権利とし

て明示した。 

・用語の定義 

アクセス権 情報共有の核となる権利。市民が、行

政の保有する情報の提供を受動的に受け取ること

のみならず、主体的にその情報の提供を行政へ要求

し取得する権利をいう。（「要求し取得する」とは、

例えばインターネット上で市のホームページや公

式ＳＮＳアカウントからまちづくりにかかわる情

報を取得するといった行動も含んでいる。）従って、

この権利は、わたしたちが市民として主体的にまち

づくりにかかわるための基礎的な参加権として位

置付けられる。 

・情報取得の機会均等により、誰もが対等な立場でま

ちづくりのための議論ができることを目的として

いる。 

・「市の仕事」とは何か      

わたしたち市民から見て、「政策」「施策」「事業」

といった言葉の使い分けに意味があるのかという

疑問がある。例えば、「政策」は国（政府）レベルの
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仕事を指す用語と過去には言われたこともあった

が、自治体でも広くこの言葉を用い、名実ともに実

行しているところが多い。「施策」も同様である。い

ずれの言葉もすべて「仕事」という言葉で括ること

により、わたしたち市民にとっての分かりやすさを

優先した。 

 

仕事を指す用語と過去には言われたこともあった

が、自治体でも広くこの言葉を用い、名実ともに実

行しているところが多い。「施策」も同様である。い

ずれの言葉もすべて「仕事」という言葉で括ること

により、わたしたち市民にとっての分かりやすさを

優先した。 

 

（説明責任） 

第５条 市は、市の仕事の企画立案、実施及び評価の

それぞれの過程において、その経過、内容、効果及

び手続を市民に明らかにし、分かりやすく説明する

責務を有する。 

 

【解説】 

・前条における市民の権利と共に、市の説明責任を規

定した。市は、わたしたち市民からの信託を受けて

仕事をしているのであり、いわば依頼主であるわた

したち市民に仕事の内容を具体的に説明する義務

がある。 

・用語の定義 

説明責任 市の諸活動を市民に説明する責任をい

う。 

・本条が及ぶ範囲は広く、市の仕事の計画段階※１から

財政上の情報※２などまちづくりの諸活動の成果ま

でを想定している。 

※１ 例えば、農業振興計画等の各種計画や公共施

設の建設計画               

              など。 

※２ 財政状況調査（借金、貯金等）、       

    監査委員の意見、決算結果     

       など。 

【解説】 

・前条における市民の権利と共に、市の説明責任を規

定した。市は、わたしたち市民からの信託を受けて

仕事をしているのであり、いわば依頼主であるわた

したち市民に仕事の内容を具体的に説明する義務

がある。 

・用語の定義 

説明責任 市の諸活動を市民に説明する責任をい

う。 

・本条が及ぶ範囲は広く、市の仕事の計画段階※１から

財政上の情報※２などまちづくりの諸活動の成果ま

でを想定している。 

※１ 例えば、農業振興地域整備計画等の各行政分

野における個別計画や公共施設を整備する

際に策定する基本構想・基本計画など。 

※２ 財政状況調査（借金、貯金等）、財政健全化判

断指標、監査委員の意見、主要な施策の成果

に関する説明書など。 
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（参加原則） 

第６条 市は、市の仕事の企画立案、実施及び評価の

それぞれの過程において、市民の参加を保障する。 

 

【解説】 

・本条は、本条例の基本原則の２点目である「住民参

加原則」を規定した。 

・市が市民の権利を擁護することをここで宣言してい

る。 

・｢市民の参加｣とは何か 

「参加」の概念は本来非常に広範であり、常にそ

の対象や範囲を考える必要がある。 

本条例で想定する｢参加｣とは、以下にいう「①市

の仕事への参加」である。 

「参加」は依然として行政側の視点に立った用語

であり、住民自身が主体的なまちづくりを行う場合

の用語ではない。他に適当な言葉がないため「参加」

ということばを用いている。    

 

【行動としての参加】 

①市の仕事への参加 

審議会   委員としての参加 

市民検討会議への参加      

まちづくり市民会儀        への出席 など 

②民間団体行事への参加 

ボランティア団体への参加、活動 

         

町内会  活動への参加 など 

 

【解説】 

・本条は、本条例の基本原則の２点目である「住民参

加原則」を規定した。 

・市が市民の権利を擁護することをここで宣言してい

る。 

・｢市民の参加｣とは何か 

「参加」の概念は本来非常に広範であり、常にそ

の対象や範囲を考える必要がある。 

本条例で想定する｢参加｣とは、以下にいう「①市

の仕事への参加」である。 

「参加」は依然として行政側の視点に立った用語

であり、住民自身が主体的なまちづくりを行う場合

の用語ではない。他に適当な言葉がないため「参加」 

      を用いることとした。 

 

【行動としての参加】 

①市の仕事への参加 

審議会等への委員としての参加 

パブリックコメントへの意見提出 

市長との懇談会（各地区・市庁舎）への出席 など 

②民間団体行事への参加 

ボランティア団体への参加、活動 

協働事業への参加 

区・自治会活動への参加 など 
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③個人の取組みへの参加 

同じ趣味を持つ者同志の行動 

個人によるごみ拾いへの協働     など 

 

【関心としての参加】 

④情報へのアクセス 

 市のホームページからの情報取得 

                    

広報誌  を読む など 

⑤情報の収集、発信 

 自己のホームページでの情報収集、発信     

          など  

 

【行政からの参加】 

⑥行政（市役所）が市民活動に参加～「行政参加」 

 

③個人の取組みへの参加 

同じ趣味を持つ者同士の行動 

個人によるごみ拾いボランティア活動 など 

 

【関心としての参加】 

④情報へのアクセス 

 市のホームページからの情報取得 

市の公式ＳＮＳアカウントからの情報取得 

市の広報紙を読む など 

⑤情報の   発信 

 自己の SNSや所属団体のホームページによる市の 

イベント等の情報発信 など  

 

          

                        

 

第３章 情報共有の推進 

（意思決定の明確化） 

第７条 市は、市政に関する意思決定の過程を明らか

にすることにより、市の仕事の内容が市民に理解さ

れるよう努めなければならない。 

 

 

【解説】 

・本章（第７条から第 10条まで）は、第３条から第５

条における情報共有原則を具体的に規定したもの

であり、「行政の透明性の確保」を恒常的な姿とする

ものである。 

・意思決定の過程とは、地方自治法第 147 条「長の統

括代表権」及び同法第 148 条「事務の管理及び執行

権」に基づき、市長が政策意思を決定するに至る過

 

【解説】 

・本章（第７条から第 10条まで）は、第３条から第５

条における情報共有原則を具体的に規定したもの

であり、「行政の透明性の確保」を恒常的な姿とする

ものである。 

・意思決定の過程とは、地方自治法第 147 条「長の統

括代表権」及び同法第 148 条「事務の管理及び執行

権」に基づき、市長が政策意思を決定するに至る過
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程、即ち「政策意思の形成過程」全般をいう。 

・市長が市の代表者として「どのような情報や案に基

づき」「どのような議論を踏まえ」「どのように考え、

いつ、どの時点で判断したか」等の政策決定の過程

を明らかにすることは当然の責務であり、住民自治

を進める最低限の義務である。 

・主語を「市は」とし、各執行機関も上記に準じた事

務をとり進めなければならないことを規定してい

る。 

・政策意思の決定に当たっては、これらの経過を市民

に説明する責務＝説明責任があり、市は積極的にお

知らせ、公表、説明等を努めるよう規定したもので

ある。 

 

程、即ち「政策意思の形成過程」全般をいう。 

・市長が市の代表者として「どのような情報や案に基

づき」「どのような議論を踏まえ」「どのように考え、

いつ、どの時点で判断したか」等の政策決定の過程

を明らかにすることは当然の責務であり、住民自治

を進める最低限の義務である。 

・主語を「市は」とし、各執行機関も上記に準じた事

務をとり進めなければならないことを規定してい

る。 

・政策意思の決定に当たっては、これらの経過を市民

に説明する責務＝説明責任があり、市は積極的にお

知らせ、公表、説明等を努めるよう規定したもので

ある。 

 

（情報共有のための制度） 

第８条 市は、情報共有を進めるため、次に掲げる制

度を基幹に、これらの制度が総合的な体系をなすよ

うに努めるものとする。 

(1) 市の仕事に関する市の情報を分かりやすく提供

する制度 

(2) 市の仕事に関する市の会議を公開する制度 

(3) 市が保有する文書その他の記録を請求に基づき

公開する制度 

(4) 市民の意見、提言等がまちづくりに反映される

制度 

【解説】 

・各号は、        情報公開条例      

          をその根拠として、具体的に

以下の諸制度として運用する。 

（１）広報誌、 ホームページ          

  など 

（２）審議会等の設置等に関する基本指針     

                    

                        

                        

                        

【解説】 

・各号は、市により「千曲市情報公開条例（令和４年

千曲市条例第 23号）」をその根拠として、具体的に

以下の諸制度として運用する。 

（１）市報、市のホームページ・公式ＳＮＳアカウ

ントなど 

（２）審議会等の会議の原則公開※１（審議会等の設

置及び運営に関する基本指針第 7条） 

※１ 非公開にすることができるのは、「審議

会等の設置及び運営に関する基本指針

第７条」で、「個人情報の保護に関する
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（３）千曲市情報公開及び個人情報保護に関する条

例 

（４）市政モニター、お出かけ市長室、私のまちづ

くり提案、地域づくり計画         

                     

                     

など 

・諸制度の内容は、現在実施しているものに限らず、

その効果や効率性を考え広く実施の可能性を検討

しなければならない。 

 

法律（平成 15 年法律第 57 号）第 78条

に規定する不開示情報を審議・協議す

る場合」又は「公開することにより円滑

な審議・協議が著しく阻害されるおそ

れがあるなど、会議の目的が達成され

ないと認められる場合」のみと規定さ

れている。 

（３）公文書開示制度、保有個人情報開示制度   

     

（４）市民意識調査、ようこそ市長室、市長と語ろ

うお出かけシェアトーク、市政への意見・提

案制度（庁舎入口への提案箱の設置、市内公

共施設（20 箇所超）への提案用紙の備え付け）

など 

・諸制度の内容は、現在実施しているものに限らず、

その効果や効率性を考え広く実施の可能性を検討

しなければならない。 

 

（情報の収集及び管理） 

第９条 市は、まちづくりに関する情報を正確かつ適

正に収集し、速やかにこれを提供できるよう統一さ

れた基準により整理し、保存しなければならない。 

 

【解説】 

・「まちづくりに関する情報を正確かつ適正に収集」と

は 

その時々に応じた的確な情報収集はもちろんの

こと、市の将来を考え、市内での話題のみならず市

外の話題なども、その時々の社会情勢に応じ広く積

極的に収集することをいう。従って、常に社会経済

【解説】 

・「まちづくりに関する情報を正確かつ適正に収集」と

は 

その時々に応じた的確な情報収集はもちろんの

こと、市の将来を考え、市内での話題のみならず市

外の話題なども、その時々の社会情勢に応じ広く積

極的に収集することをいう。従って、常に社会経済
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情勢を広くとらえる視点が必要となる。 

・   「統一された基準｣とは 

文書管理規程による行政文書の保存年限管理   

                         

                        

を指す。 

                        

                                            

                                            

                                            

                                            

                       

 

情勢を広くとらえる視点が必要となる。 

・市の｢統一された基準｣とは 

総合的な行政文書の管理システム（ファイリング

システム※１）の運用について定めた千曲市文書管理

規程（令和６年千曲市訓令第１号）に基づく諸基準

を指す。 

※１ ファイリングシステムとは、文書の私物化排

除、即時検索性や他者検索性の向上を柱に、

市が保有する文書情報を一定のルールのも

とに管理する手法をいう。本条例の基本原則

である情報共有を実現し説明責任を果たす

ための基本ツールとして位置付けられる。 

 

（個人情報の保護） 

第 10 条 市は、個人の権利及び利益が侵害されるこ

とのないよう個人情報の収集、利用、提供、管理等

について必要な措置を講じなければならない。 

 

【解説】 

・｢千曲市情報公開及び個人情報保護に関する条例｣  

                         

                を基本とする。 

              

                         

                        

                   

・ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の「プライバシー保

護８原則」    を参照。 

〇ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の「プライバシー保

護８原則」  

【解説】 

・市では、「個人情報の保護に関する法律（平成 15年

法律第 57 号）」及び「千曲市個人情報保護法施行条

例（令和 4 年千曲市条例第 22 号）」を基本とし、個

人情報の保護を行っている。 

・また、市では「千曲市情報セキュリティポリシー」

により情報資産に対する不正な侵入、漏えい、改ざ

ん、紛失等の事故の防止に努めている。 

・ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の「プライバシー保

護８原則」（下記）を参照。 
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①収集制限の原則 

自治体は、個人情報を無制限に収集することはでき

ない。                    

②データ内容の原則 

個人情報の取り扱いは必要な範囲で正確、完全なも

のでなければならない。     

③目的明確化の原則 

個人情報の収集目的は、事前に明確にしておかなけ

ればならない。 

④利用制限の原則 

個人情報は、法律に規定があるもののほか目的以外

に利用してはならない。             

        

⑤安全保護の原則 

自治体は個人情報を紛失、破壊、修正等をされない

ように安全保護を取らなければならない。 

⑥公開の原則 

個人情報を扱う自治体の事務事業の内容は、広く公

開されなければならない。         

⑦個人参加の原則 

個人は、自己に関する個人情報の存在と内容につい

て知る権利がある。     

⑧責任の原則 

自治体は、以上の原則を実施するための法制度に従

う義務がある。 

①収集制限の原則 

個人データは、適法・公正な手段により、かつ、情

報主体に通知又は同意を得て収集されるべきだ。 

②データ内容の原則 

収集するデータは、利用目的に沿ったもので、かつ、

正確・安全・最新であるべきだ。 

③目的明確化の原則 

収集目的を明確にし、データ利用は収集目的に合致

するべきだ。  

④利用制限の原則 

データ主体の同意がある場合や法律の規定による

場合を除いて、収集したデータを目的以外に利用し

てはならない。 

⑤安全保護の原則 

合理的安全保護措置により、紛失・破壊・使用・修

正・開示等から保護するべきだ。    

⑥公開の原則 

データ収集の実施方針等を公開し、データの存在、

利用目的、管理者等を明らかにするべきだ。 

⑦個人参加の原則 

自己に関するデータの所在及び内容を確認させ、又

は異議申立を保障するべきだ。 

⑧責任の原則 

データの管理者は諸原則実施の責任を有する。   
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第４章 まちづくりへの参加の推進 

（まちづくりに参加する権利） 

第 11 条 わたしたち市民は、まちづくりの主体であ

り、まちづくりに参加する権利を有する。 

 

 

 

【解説】 

・本条は、わたしたち市民のまちづくりへの主体的な

参加権を明らかにしている。 

・「参加」は住民の権利か責務か 

「参加」は市民の当然の権利であり、責務ではな

い。 

強制されることのない機会均等の参加を保障さ

れることが重要であり、結果的平等に到達するため

の権利保障を意味するものではない。 

 

 

【解説】 

・本条は、わたしたち市民のまちづくりへの主体的な

参加権を明らかにしている。 

・「参加」は住民の権利か責務か 

「参加」は市民の当然の権利であり、責務ではな

い。 

強制されることのない機会均等の参加を保障さ

れることが重要であり、結果的平等に到達するため

の権利保障を意味するものではない。 

 

 

２ わたしたち市民は、それぞれの市民が、国籍、民

族、年齢、性別、心身の状況、社会的又は経済的環

境等の違いによりまちづくりに固有の関心、期待等

を有していることに配慮し、まちづくりへの参加に

ついてお互いが平等であることを認識しなければ

ならない。 

【解説】 

・まちづくりへの参加においては、わたしたち市民が

互いに対等の立場であることを明記した。例えば、

身体の障害等により意思表示ができない人なども、

他の人と常に対等な立場で参加できることが保障

される。外国籍の市民も、もちろん前項に規定する

まちづくりへの参加権を有している。      

                         

                         

                         

           

【解説】 

・まちづくりへの参加において 、わたしたち市民が

互いに対等の立場であることを明記した。わたした

ち市民は、本項に規定する「違い」のみならず、門

地、信条の違いなども含め、多様性を尊重し合いな

がら、まちづくりへの参加において、常に互いが対

等な立場であることを認識しなければならない。 

・性別に関しては、男女の違いだけでなく、性自認・

性的指向等において少数者であるＬＧＢＴ等の市

民も、もちろんまちづくりへの参加において平等で

なければならない。 

 

 

３ わたしたち市民は、まちづくりの活動への参加又

【解説】 

・前項と同様、わたしたち市民の基本的な権利として

【解説】 

・      わたしたち市民の基本的な権利として
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は不参加を理由として差別的な扱いを受けない。 

 

規定した。 

・「参加または不参加」のさまざまな場面 

参加しようとしたこと、参加しようとしなかった

こと、実際に参加したこと、実際に参加しなかった

ことなど、参加についてはさまざまな場面が想定さ

れる。これらを理由として、その後の参加そのもの

を拒まれ、差別されることがあってはならない。 

 

規定した。 

・「参加又は 不参加」のさまざまな場面 

実際の参加の有無だけでなく、参加しようとする

意思の有無など、参加にはさまざまな場面があると

想定されるが、                 

   これらを理由として、その後の参加そのもの

を拒まれ、差別されることがあってはならない。 

 

（満 18歳未満の市民のまちづくりに参加する権利） 

第 12 条 満 18 歳未満の青少年及び子どもは、それぞ

れの年齢にふさわしいまちづくりに参加する権利

を有する。 

 

【解説】 

・満 20 歳未満の青少年及び子どもにも、その年齢に

応じた参加の形態が必要であり、その意見は市の重

要な財産となる。こうした子どもたちの参加の権利

が保障されるべきであると考えた。 

・大人たちによるまちづくりの成果は、子どもたちも

直ちに享受するものである。一方で、子どもたちへ

の刑事罰適用年齢を下げながらも、その政治的な参

加を求めていない。罰することを優先させるのでは

なく、子どもたちの声を大人たちが真剣に聞き、ま

ちづくりに反映させる仕組みが今後の日本に必要

である。 

・子どもたちの参加は、形式（表面）的または一時的

な参加ではなく、日常生活や教育現場の中から恒常

的に繰り返されることが重要であり、そのための仕

組みづくりを進めなければならない。場合によって

は、市民投票の有資格者になることも考えられる。 

【解説】 

・満 18 歳未満の青少年及び子どもにも、その年齢に

応じた参加の形態が必要であり、その意見は市の重

要な財産となる。こうした子どもたちの参加の権利

が保障されるべきであると考えた。 

・大人たちによるまちづくりの成果は、子どもたちも

直ちに享受するものである。児童虐待、子どもの貧

困、ヤングケアラーなど子どもを取り巻く環境が悪

化し、不登校も増加している中、         

   子どもたちの声を大人たちが真剣に聞き、ま

ちづくりに反映させる仕組みが      必要

である。 

・子どもたちの参加は、形式（表面）的又は 一時的

な参加ではなく、日常生活や教育現場の中から恒常

的に繰り返されることが重要であり、そのための仕

組みづくりを進めなければならない。場合によって

は、市民投票の有資格者になることも考えられる。 
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・「20歳未満の市民」とは 

青少年及び子どもをいう。未成年で結婚し仕事に

も就いているが参政権がないという青年層から、小

学生・幼児まで幅広く捉える。 

・民法上の未成年者の権利能力との整合性 

本条の権利は、あくまで「まちづくり」への「参

加権」である。従って、民法上の効力とは別の概念

であり、競合しない。 

・本条は、1994 年に日本政府が批准している「子供 

 の権利条約」を理念の基礎とし、その権利の具体

化を図ったものである。 

〇「子供 の権利条約」 1994 年日本政府批准 

第 12 条（意見表明権）  

  締約国は、自己の見解をまとめる力のある子ども

に対して、その子どもに影響を与えるすべての事柄

について自由に自己の見解を表明する権利を保障

する。その際、子どもの見解が、その年齢および成

熟に従い、正当に重視される。この目的のため、子 

 どもは、とくに、国内法の手続規則と一致する方法

で、自己に影響を与えるあらゆる司法的および行政

的手続においても、直接にまたは代理人もしくは適

当な団体を通じて聴聞される機会を与えられる。  

       

                         

                         

・「18 歳未満の市民」とは 

青少年及び子どもをいう。未成年で結婚し仕事に

も就いているが参政権がないという青年層から、小

学生・幼児まで幅広く捉える。 

・民法上の未成年者の権利能力との整合性 

本条の権利は、あくまで「まちづくり」への「参

加権」である。従って、民法上の効力とは別の概念

であり、競合しない。 

・本条は、1994 年に日本政府が批准している「子ど 

もの権利条約」を理念の基礎とし、その権利の具体

化を図ったものである。 

〇「子どもの権利条約」 1994 年日本政府批准 

第 12 条（意見表明権）  

１ 締約国は、自己の意見を形成する能力のある児童

がその児童に影響を及ぼすすべての事項について

自由に自己の意見を表明する権利を確保する。この

場合において、児童の意見は、その児童の年齢及び

成熟度に従って相応に考慮させるものとする。   

２ このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼすあ

らゆる司法上及び行政上の手続において、国内法の

手続規則に合致する方法により直接に又は代理人

若しくは適当な団体を通じて聴取される機会を与

えられる。 

・市では、令和６年３月に千曲市「こどもまんなか」

宣言を行い、「こどもや若者の意見を表明する場の
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※ 本条例の当初の条文案には｢成熟度に応じ｣とい

う言葉が「子供の権利条約」に準じて盛り込まれて

いたが、障害を持つ人への差別と受け取られる恐れ

があるため、本条例からは削除した。 

 

確保」など「すべてのこどもが幸せに暮らせる千曲

市」を目指している。 

                         

                         

                         

                  

（まちづくりにおける市民の責務） 

第 13 条 わたしたち市民は、まちづくりの主体であ

ることを認識し、総合的視点に立ち、まちづくりの

活動において自らの発言と行動に責任を持たなけ

ればならない。 

 

【解説】 

・「総合的視点」とは 

まちづくりの議論を進める際、わたしたち市民は

私的な利害関係にとらわれることなく公共性を尊

重し判断することが必要となる。「総合的視点」と

は、こうしたまちづくり全体を見渡した視野を意味

し、わたしたち市民自身がまちづくりの担い手であ

るという自覚を持った言動をとらなければならな

い。次条と並んで市民の責務をうたっている。 

 

【解説】 

・「総合的視点」とは 

まちづくりの議論を進める際、わたしたち市民は

私的な利害関係にとらわれることなく公共性を尊

重し判断することが必要となる。「総合的視点」と

は、こうしたまちづくり全体を見渡した視野を意味

し、わたしたち市民自身がまちづくりの担い手であ

るという自覚を持った言動をとらなければならな

い。次条と並んで市民の責務をうたっている。 

 

（まちづくりに参加する権利の拡充） 

第 14 条 わたしたち市民は、まちづくりへの参加が

自治を守り、進めるものであることを認識し、その

拡充に努めるものとする。 

 

【解説】 

・まちづくりへの参加はわたしたち市民の直接の責務

ではないが、さまざまな形でまちづくりに主体的に

かかわること（参加しようとすること）が、わたし

たち市民自らの自治や権利の拡充につながること

を規定している。「選挙で投票したから、あとは選ば

れた者に任せてある」という白紙委任では、住民自

治は発展しない。 

【解説】 

・まちづくりへの参加はわたしたち市民の直接の責務

ではないが、さまざまな形でまちづくりに主体的に

かかわること（参加しようとすること）が、わたし

たち市民自らの自治や権利の拡充につながること

を規定している。「選挙で投票したから、あとは選ば

れた者に任せてある」という白紙委任では、住民自

治は発展しない。 
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第５章 コミュニティ 

（コミュニティ） 

第 15 条 わたしたち市民にとって、コミュニティと

は、市民一人ひとりが自ら豊かな暮らしをつくるこ

とを前提としたさまざまな生活形態を基礎に形成

する多様なつながり、組織及び集団をいう。 

 

 

【解説】 

・「コミュニティ」を定義したことについて 

本条では、一般に広く使われる「コミュニティ」

を千曲市の風土や思いなどから独自に定義した。こ

の定義にあたっては、広く一般的な定義をするの

か、千曲市のまちづくりを具体的にイメージした定

義をするのかという点につき議論を重ね、後者を選

択している。ただ、広い定義をするが、反社会的な

｢コミュニティ｣まで含まないよう、まちづくりに貢

献するコミュニティを前提とした。 

・千曲 が考える「コミュニティ」とは 

本条で規定する「コミュニティ」は、旧来の区・

自治会組織などの地縁団体のみを指すものではな

い。ボランティアなどの目的団体         

                        

から企業などの営利団体まで広く含めている。更

に、わたしたち市民相互の日常のコミュニケーショ

ンもひとつの「コミュニティ」として広く捉え、「つ

ながり」という言葉で多様なコミュニティ（コミュ

ニケーション）の重要性や可能性を表現している。 

 

 

【解説】 

・「コミュニティ」を定義したことについて 

本条では、一般に広く使われる「コミュニティ」

を千曲市の風土や思いなどから独自に定義した。こ

の定義に当たっては、広く一般的な定義をするの

か、千曲市のまちづくりを具体的にイメージした定

義をするのかという点につき議論を重ね、後者を選

択している。ただ、広い定義をするが、反社会的な

｢コミュニティ｣まで含まないよう、まちづくりに貢

献するコミュニティを前提とした。 

・千曲市における「コミュニティ」とは 

本条で規定する「コミュニティ」は、旧来の区・

自治会  などの地縁団体のみを指すものではな

い。老人クラブ、育成会、ＰＴＡ等の地域コミュニ

ティに加え、ＮＰＯなどの社会貢献活動を行う団体

から企業などの営利団体まで広く含めている。更

に、わたしたち市民相互の日常のコミュニケーショ

ンもひとつの「コミュニティ」として広く捉え、「つ

ながり」という言葉で多様なコミュニティ（コミュ

ニケーション）の重要性や可能性を表現している。 

 

（コミュニティにおける市民の役割） 

第 16 条 わたしたち市民は、まちづくりの重要な担

い手となりうるコミュニティの役割を認識し、そのコ

【解説】 

・コミュニティについてのわたしたち市民の努力義務

はとは何か、コミュニティとはどうあるべきかとい

【解説】 

・コミュニティについてのわたしたち市民の努力義務 

 とは何か、コミュニティとはどうあるべきかとい
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ミュニティを守り、育てるよう努める。 

 

うことを規定した。 

・「担い手となりうる｣という表現は、担い手とならな

いコミュニティ（反社会的、暴力的集団など）も想

定されるため、あえて条文化している。 

・｢守り、育てる｣という表現は、わたしたち市民が互

いに尊重し合い、少しでも人と人とのかかわりを持

てるようなまちづくりを進めるという意味を持つ。 

                         

                         

                         

                  

 

うことを規定した。 

・「担い手となりうる｣という表現は、担い手とならな

いコミュニティ（反社会的    集団など）も想

定されるため、あえて条文化している。 

・｢守り、育てる｣という表現は、わたしたち市民が互

いに尊重し合い、少しでも人と人とのかかわりを持

てるようなまちづくりを進めるという意味を持つ。 

 なお、地域コミュニティの中心的な役割を担ってき

た区・自治会が、人口減少や高齢化により衰退する

傾向にあることから、連携・再編等による持続可能

な組織づくりが必要となっている。 

 

（市とコミュニティのかかわり） 

第 17 条 市は、コミュニティの自主性及び自立性を

尊重し、その非営利的かつ非宗教的な活動を必要に

応じて支援することができる。 

 

【解説】 

・コミュニティの活動等は、あくまでも自主性、自立

性が尊重されるべきである。「まちづくりの重要な

担い手となりうる」コミュニティには、市による一

方的な関与はあり得ないこと、そのコミュニティの

活動は市からの支援が前提としてあるわけではな

く、わたしたち市民自身による活動が中心となるべ

きことを規定している。 

・ここでいう｢支援する｣とは、広い意味を持っている。

補助金、助成金及び物品の提供といった財政的な支

援だけではなく、むしろ、まちづくりの専門スタッ

フ（第 19 条第２項に規定）である市職員の持ち得

る能力（労力、専門的知識や情報等）を積極的に提

【解説】 

・コミュニティの活動等は、あくまでも自主性、自立

性が尊重されるべきである。「まちづくりの重要な

担い手となりうる」コミュニティには、市による一

方的な関与はあり得ないこと、そのコミュニティの

活動は市からの支援が前提としてあるわけではな

く、わたしたち市民自身による活動が中心となるべ

きことを規定している。 

・ここでいう｢支援する｣とは、広い意味を持っている。

補助金、助成金及び物品の提供といった財政的な支

援だけではなく、むしろ、まちづくりの専門スタッ

フ（第 19 条第２項に規定）である市職員の持ち得

る能力（労力、専門的知識や情報等）を積極的に提
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供することや、コミュニティ間の連携を助けること

などが支援として重要なことと捉えている。 

                         

                         

                         

                         

           

 

供することや、コミュニティ間の連携を助けること

などが支援として重要なことと捉えている。 

・市では、長野県の「地域発元気づくり支援金」や、

市独自の「協働事業提案制度」の活用といった財政

支援のほか、コミュニティの種類や相談内容に応じ

て専門的な知識や情報等を提供するなど、さまざま

な支援を行っている。 

第６章 市及び市議会の役割と責務 

（市長の責務） 

第 18 条 市長は、市民の信託に応え、市政の代表者

としてこの条例の理念を実現するため、公正かつ誠

実に市政の執行に当たり、まちづくりの推進に努め

なければならない。 

 

 

【解説】 

・地方自治法第 138 条の２  の規定「執行機関の責

務」を本条例の理念に則り、市長の責務という視点

から具体化した。 

・地方自治法第 147 条は「長の 統轄代表権」を、同

法第 148 条は長の「事務の管理  執行権」を規定

している。自治体の代表者として選挙で選ばれた市

長は、憲法第 92 条の自治の本旨（住民自治、団体

自治）を具現化し、実行する責任者として本条例に

沿って公正に職務を遂行するよう規定したもので

ある。 

                         

                         

                         

                         

        

 

【解説】 

・地方自治法第 138 条の２の 2 の規定「執行機関の責

務」を本条例の理念に則り、市長の責務という視点

から具体化した。 

・地方自治法第 147 条は 長の「統轄代表権」を、同

法第 148 条は長の「事務の管理及び執行権」を規定

している。自治体の代表者として選挙で選ばれた市

長は、憲法第 92 条の自治の本旨（住民自治、団体

自治）を具現化し、実行する責任者として本条例に

沿って公正に職務を遂行するよう規定したもので

ある。 

 このことから、市長は、本条例の理念である「情報

共有」と「住民参加」を実現するため、市政の執行

に当たり、所信表明・施政方針演説を行い、まちづ

くりの推進に向けた市の仕事（政策・施策等）を表

明している。 
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（執行機関の責務） 

第 19 条 市の執行機関は、その権限と責任において、

公正かつ誠実に職務の執行に当たらなければなら

ない。 

 

【解説】 

・地方自治法第 138 条の２の規定「執行機関の義務」

を本条例の理念に則り、執行機関全体の責務という

視点から具体化した。 

・市の執行機関（市長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、公平委員会、農業委員会、固定資産評価

審査委員会など）は、公正かつ誠実に職務の執行に

あたる義務がある。 

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                   

 

【解説】 

・地方自治法第 138 条の２の規定「執行機関の義務」

を本条例の理念に則り、執行機関全体の責務という

視点から具体化した。 

・市の執行機関（市長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、公平委員会、農業委員会、固定資産評価

審査委員会など）は、公正かつ誠実に職務の執行に

当たる義務がある。 

・市では、市職員が公平かつ誠実に職務の執行に当た

るよう千曲市人材育成基本方針（平成 18 年 8 月策

定）において、「強い責任感と高い倫理観を併せ持つ

職員（コンプライアンス意識）」を目指すべき職員像

として掲げるとともに、毎年度「長野県市町村職員

研修センター」が開催するコンプライアンス研修に

職員を参加させ、人材育成を進めている。 

 

 

２ 市職員は、まちづくりの専門スタッフとして、誠

実かつ効率的に職務を執行するとともに、まちづく

りにおける市民相互の連携が常に図られるよう努

めなければならない。 

 

【解説】 

・市長の補助機関としての市職員の責務  

市の職員（副市長、事務吏員、技術吏員など）は、

法律上（地方自治法第 154 条「職員の指揮監督」及

び第 161 条から第 175 条「補助機関」）は長の補助

機関と位置づけられており、「長の手足となって働

くもの」（ぎょうせい『自治用語辞典』より）である

との考え方がある。しかし、実際の市の仕事を考え

た場合、職員の果たす役割は非常に大きく、単なる

【解説】 

・市長の補助機関としての市職員の責務  

市の職員（副市長、事務吏員、技術吏員など）は、

法律上（地方自治法第 154 条「職員の指揮監督」及

び第 161 条から第 175 条「補助機関」）は長の補助

機関と位置付けられており、一般的に職員は市長を

補助するため行動することとされている。     

         しかし、実際の市の仕事を考え

た場合、職員の果たす役割は非常に大きく、単なる
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「長の手足」との   解釈では通用しない。また、

「補助機関」の名のもとに、職員一人ひとりの責任

があいまいにされてきた歴史もあることから、期待

される具体的職員像をここに明文化した。 

・「まちづくりの専門スタッフ」とは 

特定の分野（土木、建築、保健、教育など）に特

化したスタッフという意味ではなく、わたしたち市

民からみて、まちづくりそのものを恒常的な仕事と

している「まちづくりのプロ」という意味で規定し

た。まちづくりの「専門家」はむしろわたしたち市

民の中におり、市の職員はそうした力を借りる努力

も怠ってはならない。 

・市職員は同時に市民でもあり、わたしたち市民相互

の連携を図り、市民主体のまちづくりを進めること

が使命である。ただ一方で、常にソフトなイメージ

の「スタッフ」ではなく、正当な権力を行使して望

まなければならない場合もある。 

                         

                         

                         

                         

                         

                         

     

・効率的に仕事を進めるのは市職員として当然であ 

「長を補助する」という解釈では通用しない。また、

「補助機関」の名のもとに、職員一人ひとりの責任

があいまいにされることのないよう、    期待 

される具体的職員像をここに明文化した。 

・「まちづくりの専門スタッフ」とは 

特定の分野（土木、建築、保健、教育など）に特

化したスタッフという意味ではなく、わたしたち市

民からみて、まちづくりそのものを恒常的な仕事と

している「まちづくりのプロ」という意味で規定し

た。まちづくりの「専門家」はむしろわたしたち市

民の中におり、市の職員はそうした力を借りる努力

も怠ってはならない。 

・市職員は同時に市民でもあり、わたしたち市民相互

の連携を図り、市民主体のまちづくりを進めること

が使命である。ただ一方で、常にソフトなイメージ

の「スタッフ」ではなく、正当な権力を行使して臨

まなければならない場合もある。 

・市では、市職員が「千曲市職員の自治区との協働に

よるまちづくり推進規程（平成 17 年千曲市訓令第

６号）」に基づき、区・自治会活動にかかわりをもち、

区・自治会の抱えている問題等の情報を共有し、共

に考え行動することにより、市行政の円滑な運営、

住民自治及び住みよいまちづくりの推進を図って

いる。 

・効率的に仕事を進めるのは市職員として当然であ
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るが、それができていないこと、常に意識すること

が必要であることにより、条文を「誠実かつ効率的

に職務を遂行」とした。 

・   職員の意向を調査する制度      

市長が 職員の異動希望や職務の感想・目標を聞

くため実施してきた「自主申告制度」を発展的に整

理し、人事調査・職務目標管理を適確かつ効果的に

行うための仕組み作りを進めることが今後必要で

ある。「まちづくりの専門スタッフ」となるべき将来

像を職員一人ひとりが明確に設定・申告し、実践す

る仕組みが求められている。           

        

 

り、             常に意識すること

が必要であることから、 条文を「誠実かつ効率的

に職務を遂行」とした。 

・市の「職員の意向を調査する制度」について 

市では、職員の異動希望や職務の感想・目標を聞

く        「自主申告制度」をはじめ、職

員の創意工夫や事務改善の提言を受ける「職員提案

制度」、職員から市の事務事業に関する法令違反等

の通報を受ける「内部公益通報制度」、職員のハラス

メントに関する相談・苦情に対応する「窓口の設置」

などにより職員のさまざまな意向を聞く体制を整

えている。 

 

（市議会に関する基本的事項） 

第 20 条 市議会は、地方自治法で定めるところによ

り、市民の直接選挙により選ばれた代表者である議

員によって構成される意思決定機関であるととも

に、執行機関の市政運営を監視し、及び牽制する機

能を果たすものとする。 

 

【解説】 

・議会は、地方自治法第 89 条の規定「議会の設置」に

おいて「普通地方公共団体に議会を置く。」と規定さ

れている。本条はこの規定による議会の基本的事項

を具体化したものである。            

                         

                         

          

・市長も議員も共に住民の直接選挙によって選出され

ており、住民自治の理念に基づき議会と長とが相互

の牽制と均衡によって公正な地方自治の運営を行

なわなければならない。             

【解説】 

・議会は、地方自治法第 89 条の規定「議会の設置」に

おいて「普通地方公共団体に議会を置く。」と規定さ

れている。本条はこの規定による議会の基本的事項

を具体化したものである。なお、「議会の基本的事

項」については、千曲市議会基本条例（令和６年千

曲市条例第２号）第 3 条（議会の活動原則）により

規定されている。 

・市長も議員も共に住民の直接選挙によって選出され

ており、住民自治の理念に基づき議会と長とが相互

の牽制と均衡によって公正な地方自治の運営を行

なわなければならない。なお、「議会と市長との関



25 

 

                         

                   

・議会は住民の代表機関であり多数の議員によって構

成され、その目的とするところは多数の合意によっ

て団体としての意思、決定を行なう合議制の機関で

ある。 

・監視し牽制することは、議員の質の高低に比例する

ことから議員の資質の向上を図る必要がある。   

                         

                         

    

係」については、千曲市議会基本条例第８条（市長

等との関係）により規定されている。 

・議会は住民の代表機関であり多数の議員によって構

成され、その目的とするところは多数の合意によっ

て団体としての意思、決定を行なう合議制の機関で

ある。 

・監視し牽制することは、議員の質の高低に比例する

ことから議員の資質の向上を図る必要がある。な

お、「議員の資質向上」については、千曲市議会基本

条例第４条（議員の活動原則）により規定されてい

る。 

 

 

２ 市議会は、地方自治法で定めるところにより、条

例の制定改廃、予算、決算の認定等を議決する権限

並びに執行機関に対する検査及び監査の請求等の

権限を有する。 

 

【解説】 

                         

                         

                         

    

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

          

【解説】 

・普通地方公共団体の議会の「議決する権限」と「検

査及び監査の請求等の権限」については、それぞれ

地方自治法第96条及び第98条により規定されてい

る。 

・条文の規定にない権限として、「市長が、副市長・監

査委員・教育委員等を選任するに当たって同意する

かしないかを決定する権限（地方自治法第 162 条

他）」、「市政全般について独自に調査を行う権限（同

法第 100 条）」、「市民から提出された請願・陳情を

受理・審査し、必要と認めるものは市長やその他の

執行機関等に送付して実現を図る権限（同法第 125

条）」などがある。 
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３ 市議会は、前２項に規定する機能等を果たすた

め、効率的な議会運営に努めるものとする。 

 

【解説】 

                         

                       

【解説】 

・「効率的な議会運営」については、千曲市議会基本条

例第 12条（議会運営）により規定されている。 

 

（市議会の情報の公開及び提供） 

第 21 条 市議会は、別に条例で定めるところにより、

市議会が保有する情報を公開するとともに、会議の

公開及び情報提供の充実により、市民等との情報の

共有を図り、開かれた議会運営に努めなければなら

ない。 

 

【解説】 

・情報の公開については、情報公開及び個人情報保護

に関する条例                  

         により具体的に示されている

が、議会の具体的内容を示した。         

              

・議会本会議の公開は、地方自治法第 115 条（議事の

公開の原則及び秘密会）の規定により義務づけられ

ているが、委員会は、委員会条例で「委員長の許可

を得た者が傍聴できる。」    と規定されてい

る。  特別な場合は除き公開すべきである。 

・非公開とした場合には、その理由を公開すべきであ

る。 

                         

                         

                         

                         

                         

      

                         

                         

【解説】 

・市議会が保有する情報を市民の請求に応じて公開

（開示）する制度については、市の執行機関と同様、

千曲市情報公開条例により    示されている

が、ここでは、市議会独自の情報提供の充実等の努

力義務についても規定した。 

・議会本会議の公開は、地方自治法第 115 条（議事の

公開の原則及び秘密会）の規定により義務付けられ

ているが、委員会は、千曲市議会基本条例第６条第

２項で「原則公開するものとする。」と規定されてい

るため、特別な場合を除き公開すべきである。 

・非公開とした場合には、その理由を公開すべきであ

る。 

・情報提供の充実については、千曲市議会基本条例第

7 条（情報公開及び広報の充実）により「多様な広

報手段を用いて議会活動に関して有する情報を積

極的に発信し、多くの市民が議会と市政に関心を持

つよう広報活動に努めるものとする。」と規定され

ている。 

・市議会では、市議会だより、市議会（市）ホームペ

ージ、本会議の地元ケーブルテレビによるライブ中



27 

 

                         

                    

 

継とインターネットによるオンデマンド配信など

により積極的な情報発信に努めている。 

 

（市議会議員の責務） 

第 22 条 市議会議員は、市民の信託にこたえ、市議

会が前２条に規定する機能等を果たせるよう、誠実

に職務遂行に努めなければならない。 

 

【解説】 

・議員は決して選挙民だけを代表したもの ではな

く、住民全体の代表者であり奉仕者であることを認

識し、自己の良心信念に基づいて行動しなければな

らない。 

・「誠実な職務遂行」については、地方自治法第 92条

２（議員の兼業禁止）により規定されている。 

・市には、   政治倫理条例           

  が制定されており、それを遵守し職務の遂行を

しなければならない。 

 

【解説】 

・議員は決して選挙権を有する者だけの代表ではな

く、市民全体の代表者であり奉仕者であることを認

識し、自己の良心信念に基づいて行動しなければな

らない。 

・「誠実な職務遂行」については、地方自治法第 89条

（議会の設置）第３項により規定されている。 

・市には、千曲市政治倫理条例（平成 17 年条例第 50

号）が制定されており、それを遵守し職務の遂行を

しなければならない。 

 

（危機管理体制） 

第 23 条 市は、災害等から市民の生命、身体、財産

及び暮らしの安全を確保するとともに、市民、関係

機関との連携・協力及び相互支援による危機管理体

制の構築に努めなければならない。 

 

【解説】 

・災害対策基本法第５条の規定「市町村の責務」を本

条例の理念に則り、危機管理体制の責務という視点

から具体化した。 

・市は、消防機関、水防団等の機能を発揮するととも

に、充実に努めなければならない。 

・市は、防災施設の新設または改良、防災のための調

査研究、教育及び訓練その他災害予防、情報の収集

及び伝達、災害応急対策並びに災害復旧対策を含む

地域防災計画を作成しなければならない。 

                         

【解説】 

・災害対策基本法第５条の規定「市町村の責務」を本

条例の理念に則り、危機管理体制の責務という視点

から具体化した。 

・市は、消防機関、水防団等の機能を発揮するととも

に、充実に努めなければならない。 

・市は、防災施設の新設又は 改良、防災のための調

査研究、教育及び訓練その他災害予防、情報の収集

及び伝達、災害応急対策並びに災害復旧対策を含む

地域防災計画を作成しなければならない。 

・市では、これらの対策に加えハザードマップ等を活
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・住民は、                    

                   自ら災

害に備えるための手段を講ずるとともに、     

  自発的な防災活動に参加し          

          防災に寄与するよう努めな

ければならない。 

 

用した危険箇所周知のほか、生活物資の備蓄、救援

物資の輸送手段等をまとめた千曲市地域防災計画

を策定している。 

・また、市では、災害等における市民への情報の伝達

手段として、屋外告知放送、メール配信サービス、

ＳＮＳの有効利用を行っている。 

・市民は、防災行動計画（マイタイムライン）の作成

や、食品、飲料水、生活必需物資の備蓄など自ら災

害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練

等の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得

られた教訓の伝承など、防災に寄与するよう努めな

ければならない。 

 

（組織） 

第 24 条 市の組織は、市民に分かりやすく機能的な

ものであると同時に、社会や経済の情勢に応じ、か

つ、相互の連携が保たれるよう柔軟に編成されなけ

ればならない。 

 

【解説】 

・自治体の組織は、地方自治法第 138 条の３の規定「執

行機関の組織の原則」において、「系統的に構成しな

ければならない」「執行機関相互の連絡を図り、すべ

て、一体として、行政機能を発揮するようにしなけ

ればならない」と規定されている。本条は、この規

定をより深め身近なものとなるよう、千曲市として

の組織のあるべき姿を表現したものである。特に

「柔軟に編成」という視点が重要である。 

・「市民に分かりやすく機能的なもの」ということの意

味は、地方自治法第１条の規定「この法律の目的」

にいう「民主的にして能率的な行政の確保」という

【解説】 

・自治体の組織は、地方自治法第 138 条の３の規定「執

行機関の組織の原則」において、「系統的に構成しな

ければならない」「執行機関相互の連絡を図り、すべ

て、一体として、行政機能を発揮するようにしなけ

ればならない」と規定されている。本条は、この規

定をより深め身近なものとなるよう、千曲市として

の組織のあるべき姿を表現したものである。特に

「柔軟に編成」という視点が重要である。 

・「市民に分かりやすく機能的なもの」ということの意

味は、地方自治法第１条の規定「この法律の目的」

にいう「民主的にして能率的な行政の確保」という
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自治体の本旨に基づくものである。単純に組織の名

称を分かり易い ものに変えればよいというもの

ではなく、どのような組織体制が市民にとって有益

で、機能的に素早い対応が取れるかということを執

行機関は常に念頭に置き、組織の編成を考えていか

なければならないことを表現した。 

・組織を「柔軟に編成」することや「社会や経済の情

勢」に素早く対応していくために、首長がもっと自

由に組織を編成できるような法律の整備が必要で

ある。しかし、地方自治法第 158 条第１項では「市

町村長は、（中略）条例で必要な内部組織を設けるこ

とができる。」と規定している。この解釈は、「住民

生活への影響を考え、執行機関が勝手に内部組織を

決めることがないように「部」「課」を条例事項とし

たもの」（執行機関条例主義）（ぎょうせい『自治体

法務入門』木佐茂男編著より引用）である。この地

方自治法を受けて組織条例が存在しているが、前述

したとおり、首長がもっと自由に組織を編成できる

システムを論議していく必要がある。 

 

自治体の本旨に基づくものである。単純に組織の名

称を分かりやすいものに変えればよいというもの

ではなく、どのような組織体制が市民にとって有益

で、機能的に素早い対応が取れるかということを執

行機関は常に念頭に置き、組織の編成を考えていか

なければならないことを表現した。 

・市では、市民要望や社会情勢の変化に的確かつ効率

的に対応できる執行体制を確立するため、平成17年

２月より「千曲市組織機構見直し検討委員会」を設

置し、毎年度、行政課題に柔軟かつ迅速に対応でき

る組織機構のあり方を検討し、組織改編を進めてい

る。                      

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                   

（審議会等への参加） 

第 25 条 市は、審査会、審議会、調査会その他の附

属機関及びこれに類するものの委員には、公募の委

員を加えるよう努めなければならない。 

 

【解説】 

・市民公募の行政運営を責務として具体的に規定し

た。 

・公募委員が全委員に占める割合などは予め規定しな

い。公募にはさまざまな方法があり、一律に決める

【解説】 

・市民公募の行政運営を責務として具体的に規定し

た。 
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べきことではない。公募を常とする運営そのものが

重要である。 

                         

                         

                         

 

                         

      

・市では、「審議会等の設置及び運営に関する基本指針

（平成 15 年 10 月制定）」を定め、全委員の 20％以

上を目標に、公募委員を登用することとしている。 

 

（意見・要望・苦情等への応答義務等） 

第 26 条 市は、市民から意見、要望、苦情等があっ

たときは、速やかに事実関係を調査し、応答しなけ

ればならない。 

 

 

【解説】 

・市が応答するものは、「苦情」だけではない。意見、

要望などと共に、市民相互の声に総合的に応答する

姿勢や仕組みが重要である。 

・「苦情」の用語について 

「苦情」は歴史的に行政側が主に用いてきた言葉

であり、市民主体の用語ではない。従ってこの言葉

を使い続けることは本来望ましくないが、「法律上

の不利益処分 にまでは至らないが、本人が不利益

を受けたと認識し、こうしたことを申し出る」とい

うことを表す適切な用語がないため、「苦情」として

整理し残すこととした。 

・不利益処分      行政手続法第２条第４号に 

おける     行政の  処分をいう。       

                        

                        

                        

                        

            

【解説】 

・市が応答するものは、「苦情」だけではない。意見、

要望などと共に、市民相互の声に総合的に応答する

姿勢や仕組みが重要である。 

・「苦情」の用語について 

「苦情」は歴史的に行政側が主に用いてきた言葉

であり、市民主体の用語ではない。従ってこの言葉

を使い続けることは本来望ましくないが、「法律上

の不利益処分※１にまでは至らないが、本人が不利益

を受けたと認識し、こうしたことを申し出る」とい

うことを表す適切な用語がないため、「苦情」として

整理し残すこととした。 

 ※１ 不利益処分とは、行政手続法第２条第４号に 

   おける行政による処分で、行政庁が法令に基 

   づき、特定の者に対して直接に義務を課し、 

   又は権利を制限する不利益な処分をいう。例 

   えば、公共施設の利用許可取消し、違反建築 

   物の施工停止、違反事業者に対する営業停止 

   などがこれに当たる。 
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・市では、市民からの意見、要望、苦情等については、

本条例第８条第４号「市民の意見、提言等がまちづ

くりに反映される制度」の解説で述べた「市政への

意見・提案制度」により対応しているが、秘書担当

部署が窓口になり、市民の声が直接市長に届くよう

にしている。受付後は速やかに苦情等の担当部署に

事実関係の調査を依頼するとともに、期限を定めて

回答の提出を求めることで迅速な対応（応答、公表

など）を行っている。 

 

 

２ 市は、前項の応答に際してその意見、要望、苦情

等にかかわる権利を守るための仕組み等について

説明するよう努めるものとする。 

 

 

【解説】 

・本条の規定は、不利益処分を受けた者が当然の権利

として権利保全を申し出ができることを保証する

ことが主眼となっている。「苦情」が法制面でも正面

から問題とされてこなかった経緯をふまえ、具体的

に明文化したものである。 

・不利益処分に対する権利救済手続を明示することが

大切だが、日常の窓口応対や電話応対の中で適切に

対応することを規定している。          

                         

                         

                         

                         

                         

               

【解説】 

・本条の規定は、前項の「本人が受けた法律上の不利

益処分にまでは至らない不利益に対する申し出＝

苦情」や意見、要望等を申し出た者に対して、市が

個人の権利を守る仕組み等を説明する努力義務に

ついて規定した。     

・苦情の具体例としては、「職員の接遇が悪い」、「手続

きが分かりにくい」、「安全性に欠ける公共施設があ

る」といった不満や不快感のような申し出が考えら

れるが、これらの苦情や意見、要望等に対しては、

申し出者の秘密が固く守られていること（本条例第

10 条（個人情報の保護）を参照。）を説明したうえ

で、申し出に対し迅速かつ適切な処理に努めること

を伝えるなど、日常的に窓口や電話対応の中で丁寧

に対応することが必要となる。 
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・市民からは、上記のような苦情等の申し出にとどま

らず、不利益処分や「営業の許可」といった不利益

処分に該当しない行政処分※１、不作為※2に対する申

し出を受けることも考えられる。これらの申し出に

ついては、申し出の対象及び内容に応じ、行政不服

審査法で定められている「行政不服審査制度」や行

政事件訴訟法で定められている各種の訴訟制度に

よって権利が救済されることなどを説明する必要

がある。 

 ※１ 行政処分とは、行政庁が国民に対し法規に基

づいて権利を与えたり、義務を負わせたりす

ることをいう。前項解説の不利益処分も行政

処分となる。 

 ※2 不作為とは、行政庁が申請に対して何らの処

分（許可も不許可）もしないことをいう。 

 

 

３ 市は、前２項の規定による応答を迅速かつ適切に

行うため、対応記録を作成する。 

 

【解説】 

・対応記録について 

市が迅速かつ市民の権利保護を前提とした処理

を進めるための記録として、市の責任を規定した。

対応記録簿の作成等、その対応内容が具体的に分か

るものを残す。そうした取組みの中で、市職員が常

に紛争解決手段を念頭に置いた対応をできるよう

になることが重要である。具体的な様式の定めはな

いが、前２項の対応過程が明確に残る内容とする。 

【解説】 

・対応記録について 

市が迅速かつ市民の権利保護を前提とした処理

を進めるための記録として、市の責任を規定した。

対応記録簿の作成等、その対応内容が具体的に分か

るものを残す。そうした取組みの中で、市職員が常

に紛争解決手段を念頭に置いた対応をできるよう

になることが重要である。具体的な様式の定めはな

いが、前２項の対応過程が明確に残る内容とする。 
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・市では、千曲市文書管理規程（令和６年千曲市訓令

第１号）第４条第１項において「事務の処理は、文

書によって行うことを原則とする。」と規定されて

いることから、市民からの意見、要望、苦情等があ

った場合においても、その処理の経過は原則文書を

作成し保存することになる。 

具体的には、「市政への意見・提案制度」で市民から

の意見等の対応記録を作成しているが、意見等の概

要のほか、受付日、担当課への回答作成依頼日、市

民への回答日、市のホームページでの公表日などを

記録し保存している。 

（行政手続の法制化） 

第 27 条 条例又は規則に基づき市の機関がする処分

及び行政指導並びに市に対する届出に関する手続

について必要な事項は、条例で定める。 

 

【解説】 

・千曲市行政手続条例を参照。 

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

           

【解説】 

               

・行政手続制度は、行政運営における公正の確保と透

明性の向上を図るため、市民の権利利益の保護を目

的として、国や市が行う処分や行政指導、届出に関

する手続について、共通のルールを定めたもので、

この制度は「行政手続法」に基づき運用されている。 

・市では、千曲市行政手続条例（平成 15 年千曲市条

例第 18号）を制定し、市民から公的な事務処理（各

種申請、許可手続等）の請求があったときに、その

事務処理の基準（処理日数、判断基準、公開条件等）

をあらかじめ示すことによって、行政事務の公平性

の確保と透明性の向上を図り、市民の権利と利益の

保護に努めている。 
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第７章 まちづくりの協働過程 

（計画過程等への参加） 

第 28 条 市は、市の仕事の計画、実施、評価等の各

段階に市民が参加できるよう配慮する。 

 

【解説】 

・この条項は、市のすべての仕事における市民参加を

市の努力規定とし、市は常に参加を意識しながら仕

事を進めなければならないことを規定した。 

                         

                         

                         

              

 

【解説】 

・この条項は、市のすべての仕事における市民参加を

市の努力規定とし、市は常に参加を意識しながら仕

事を進めなければならないことを規定した。 

・本条例第６条に規定する「市の仕事に対する市民参

加の保障（市は市民の権利を擁護する）」と類似して

いるが、ここでは『保障』から更に踏み込み、『配慮』

に努めることをうたった。 

 

 

２ 市は、まちづくりに対する市民の参加において、

前項の各段階に応じ、次に掲げる事項の情報提供に

努めるものとする。 

(1) 仕事の提案や要望等、仕事の発生源の情報 

(2) 代替案の内容 

(3) 他の自治体等との比較情報 

(4) 市民参加の状況 

(5) 仕事の根拠となる計画、法令 

(6) その他必要な情報 

 

【解説】 

・本項では、前項の市民参加における情報共有の方法

を具体的に例示している。 

・「発生源の情報」とは、発生の元となった地域や団体、

個人等を特定する情報を指すのではなく、仕事の必

要性や原因、要因、理由などの情報を指している。 

 

【解説】 

・本項では、前項の市民参加における情報共有の方法

を具体的に例示している。 

・「発生源の情報」とは、発生の元となった地域や団体、

個人等を特定する情報を指すのではなく、仕事の必

要性や原因、要因、理由などの情報を指している。 

 

（計画の策定等における原則） 

第 29 条 総合的かつ計画的に市の仕事を行うための

計画（以下「総合計画」という。）は、この条例の目

的及び趣旨にのっとり、策定、実施されるとともに、

【解説】 

・特に総合計画は市の仕事の最上位の計画であり、総

合計画もまた本条例の趣旨に沿って運営されなけ

ればならない。 

【解説】 

・特に総合計画は市の仕事の最上位の計画であり、総

合計画もまた本条例の趣旨に沿って運営されなけ

ればならない。 
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新たな行政需要にも対応できるよう不断の検討が

加えられなければならない。 

 

                         

                         

                         

                         

                         

                     

                         

                         

                         

               

・市では、総合計画における不断の検討として、令和

４年４月スタートの第三次千曲市総合計画に第２

期千曲市まち・ひと・しごと創生総合戦略を包含さ

せ計画内容を一本化することにより、人口減少の克

服や地域経済の活性化について、より明確で効率

的・効果的な事業推進を図ることとした。 

・また、市では、新たな技術開発による社会や時代の

変化が急速に進んでいる状況を踏まえ、第三次千曲

市総合計画から基本構想の策定を取りやめ基本計

画と実施計画の二層構造とした。 

 

 

２ 市は、次に掲げる計画を策定するときは、総合計

画との整合性に配慮し、計画相互間の体系化に努め

なければならない。 

(1) 法令又は条例に規定する計画 

(2) 国又は他の自治体の仕事と関連する計画 

【解説】 

・市のいかなる計画も、総合計画との位置付け（関連

付け）を明確にしなければならない。 

                         

                         

                         

・用語の定義 

 法令 法律、政令、省令をいう。 

 条例 本市の条例をいう。 

 

【解説】 

・市のいかなる計画も、総合計画との位置付け（関連

付け）を明確にしなければならない。 

・市では、各行政分野の個別計画について総合計画の

基本目標・達成方針ごとに体系の位置付けを行って

いる。（第三次千曲市総合計画Ｐ152、Ｐ153を参照。） 

・用語の定義 

 法令 法律、政令、省令をいう。 

 条例 本市の条例をいう。 

 

 

 

３ 市は、前２項の計画に次に掲げる事項を明示する

とともに、その計画の実施に当たっては、これらの

【解説】 

・総合計画や重要な計画を具体的に進めるための手法

を規定した。 

【解説】 

・総合計画や重要な計画を具体的に進めるための手法

を規定した。 
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事項に配慮した進行管理に努めなければならない。 

(1) 計画の目標及びこれを達成するための市の仕事

の内容 

(2) 前号の仕事に要すると見込まれる費用及び期間 

 

 

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

    

                         

                         

                    

 

・市の「総合計画や重要な計画の進行管理」について 

市では、総合計画において、７つの基本目標に紐

付く達成方針ごとに複数の成果指標を設け、その指

標ごとに設定した目標値への達成度によって進行

管理を行っている。総合計画の達成方針は各行政分

野の個別計画に紐付いていることから、この進行管

理はこれら個別計画の進行管理にも結び付いてい

る。 

また、市では、総合計画の実施計画において、各

事業の費用及び期間について毎年度ローリング方

式により進行管理と見直しを行っている。 

 

 

（計画策定の手続） 

第 30 条 市は、総合計画で定める重要な計画の策定

に着手しようとするときは、あらかじめ次の事項を

公表し、意見を求めるものとする。 

(1) 計画の概要 

(2) 計画策定の日程 

(3) 予定する市民参加の手法 

(4) その他必要とされる事項 

 

 

【解説】 

・本条は、計画づくりの着手前からの市民参加を規定

した。 

・｢総合計画で定める｣とは 

 総合計画で指定する重要な            

    計画づくりには、こうした計画策定時の手

続きを必ず踏むということ。   ただ、当初から

総合計画に記載のない場合でも発展的に個別の仕

事についてこうした計画段階からのしっかりした

参加が必要となるケースもある。 

 

【解説】 

・本条は、計画づくりの着手前からの市民参加を規定

した。 

             

・総合計画の趣旨を踏まえて策定する各行政分野の個

別計画の計画づくりには、こうした  策定時の手

続きを必ず踏むことが必要となる。ただ、当初から

総合計画に記載がない場合でも発展的に個別の仕

事について    計画段階から しっかりした

参加が必要となるケースもある。 
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２ 市は、前項の計画を決定しようとするときは、あ

らかじめ計画案を公表し、意見を求めるものとす

る。 

【解説】 

・いわゆるパブリック・コメントの手法運営を規定し

ている。 

       

・パブリック・コメント 案や関係資料を公表し住民

の意見を聞く手続き。 

・このパブリック・コメントは範囲が広く、総合計画

で定める重要な計画すべてが対象となる。特定の事

案（仕事）のみを想定しパブリック・コメントの方

法をとることを規定しているのではない。 

・意見を求める手法については、会議形式、計画の縦

覧方式等、案件により柔軟かつ効果的に対応するこ

とが重要である。 

                         

                         

                         

                    

 

【解説】 

・いわゆるパブリック コメントの手法運営を規定し

ている。 

・用語の定義 

 パブリック コメント 案や関係資料を公表し住民

の意見を聞く手続き。 

・このパブリック コメントは範囲が広く、総合計画

で定める重要な計画すべてが対象となる。特定の事

案（仕事）のみを想定しパブリック コメントの方

法をとることを規定しているのではない。 

・意見を求める手法については、会議形式、計画の縦

覧方式等、案件により柔軟かつ効果的に対応するこ

とが重要である。 

・市では、「千曲市パブリックコメント手続要綱（平成

19 年千曲市告示第 89 号）」によりまちづくりに関

する政策等にかかわる計画・条例等の制定について

パブリックコメント手続を規定している。 

 

 

３ 市は、前２項の規定により提出された意見につい

て、採否の結果及びその理由を付して公表しなけれ

ばならない。 

 

【解説】 

・計画毎の効率的な運用が必要であり、その計画の特

色を生かし、柔軟且つ効率よく取り進めなければな

らない。 

・意見とは、市民から出された意見（市外からも意見

を求めた場合は、その対象者の意見）であり、無記

名等その意見の主体が明らかでない者の意見は取

【解説】 

・計画毎の効率的な運用が必要であり、その計画の特

色を生かし、柔軟かつ効率よく取り進めなければな

らない。 

・意見とは、市民から出された意見（市外からも意見

を求めた場合は、その対象者の意見）であり、無記

名等その意見の主体が明らかでない者の意見は取
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り扱わないものとする。 

・意見の公表にあたっては、プライバシーに配慮する

とともに、わかりやすく要約・整理し、採用の是非

を明らかにして公表するものとする。 

・意見提出者には、取りまとめの結果を通知する。た

だし、公表及び広報誌に掲載する等の方法によるこ

とも可とする。 

                         

                         

                         

                         

               

 

り扱わないものとする。 

・意見の公表に当たっては、プライバシーに配慮する

とともに、分かりやすく要約・整理し、採用の是非

を明らかにして公表するものとする。 

・意見提出者には、取りまとめの結果を通知する。た

だし、公表及び広報紙に掲載する等の方法によるこ

とも可とする。 

・市では、パブリックコメントを行った計画等を決定

した際は、千曲市パブリックコメント手続要綱第 8

条第２項に基づき、「提出された意見の概要」及び

「提出された意見に対する市の執行機関の考え方」

を公表することとしている。 

 

 

第８章 財政 

（総則） 

第 31 条 市長は、予算の編成及び執行に当たっては、

総合計画を踏まえて行わなければならない。 

 

 

【解説】 

・予算は、計画性と即応性といった相反する二面性を

持ち合わせており、これを考慮しながら常に総合計

画に即し考えていくことが必要である。 

・従来の行政運営は、総合計画と予算を連動させるこ

とに積極的ではなかった。これは、総合計画の長期

性と単年度予算とのミスマッチが原因だが、予算編

成においてこれをできるだけマッチングさせてい

くことをうたっている。 

                         

 

【解説】 

・予算は、計画性と即応性といった相反する二面性を

持ち合わせており、これを考慮しながら常に総合計

画に即し考えていくことが必要である。 

                         

                         

                         

                         

             

・市では、市発足以来、総合計画の実施計画の査定を
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行った後、その査定結果を踏まえて予算編成を行っ

てきたが、今後も予算編成は総合計画の長期的視野

を踏まえて行っていく。 

 

 

 

（予算編成） 

第 32 条 市長は、予算の編成に当たっては、予算に

関する説明書の内容の充実を図るとともに、市民が

予算を具体的に把握できるよう十分な情報の提供

に努めなければならない。 

 

【解説】 

・ここでは、予算策定過程及び策定結果の透明性を確

保し、地方自治法第 211 条第２項に定める「予算に

関する説明書」のほか、より具体的な予算説明資料

や『もっと知りたい今年の仕事』（市民誰もが見てわ

かる予算説明書）などの情報提供を規定した。 

                         

                         

                         

          

【解説】 

・ここでは、予算策定過程及び策定結果の透明性を確

保し、地方自治法第 211 条第２項に定める「予算に

関する説明書」のほか、より具体的な予算説明資料

や             市民誰もが見てわ

かる予算説明書 などの情報提供を規定した。 

・市では、「当初予算（案）の概要」を冊子として作成

し公表するとともに、市報において当初予算を家計

に例えて算出するなど市民に分かりやすい情報提

供を行っている。 

 

 

 

２ 前項の規定による情報の提供は、市の財政事情、

予算の編成過程が明らかになるよう分かりやすい

方法によるものとする。 

 

【解説】 

・  「分かりやすい方法」の具体例として、予算編

成会議（夏季開催）  、予算編成方針、まちづく

り懇談会（広報広聴集会）、各課予算見積書（12 月

作成）、財政見通し、『もっと知りたいことしの仕事』

などがある。これらの取組みは、この規定をよりど

ころとして発展的に展開される。 

【解説】 

・市の「分かりやすい方法」の具体例として、予算編

成事務説明会（秋季開催）、予算編成方針、     

             各課予算見積書（12 月

作成）、財政計画、当初予算（案）の概要         

などがある。これらの取組みは、この規定をよりど

ころとして発展的に展開される。 
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（予算執行） 

第 33 条 市長は、市の仕事の予定及び進行状況が明

らかになるよう、予算の執行計画を定めるものとす

る。 

 

【解説】 

・地方自治法第 220 条第１項「予算の執行及び事故繰

越し」、地方自治法施行令第 150 条「予算の執行及

び事故繰越し」及び財政事情の作成及び公表に関す

る条例に基づき、予算執行の仕事を進めることを原

則事項として規定している。 

 

【解説】 

・市では、「財政事情の作成及び公表に関する条例（平

成 15 年千曲市条例第 50 号）」の規定に基づき毎年

６月と 12 月に半期ごとの「予算の推移及び執行状

況」等の公表を行っている。           

             

（決算） 

第 34 条 市長は、決算にかかわる市の主要な仕事の

成果を説明する書類その他決算に関する書類を作

成しようとするときは、これらの書類が仕事の評価

に役立つものとなるよう配慮しなければならない。 

 

【解説】 

・  「主要な   成果を説明する書類」について 

現在市が作成している書類の具体的な様式を作

成する必要がある。現在の「主要な施策成果の説明」

に「課題」、「問題点」、「苦労した点」等の評価視点

を加えたものなどを作成しなければならない。これ

は従来市民に公開されてこなかったが、非公開とす

る理由はなく、積極公開していく必要がある。 

【解説】 

・市の「主要な仕事の成果を説明する書類」について 

  現在、市で作成している「主要な施策の成果に関

する説明書」は地方自治法第 233 条第 5 項に規定さ

れる法定書類であり、「成果等」や「今後の進め方」

といった評価観点を加えたうえで市のホームペー

ジにより公表し情報提供を行っている。      

                       

 

（財産管理） 

第 35 条 市長は、市の財産の保有状況を明らかにし、

財産の適正な管理及び効率的な運用をしなければ

ならない。 

 

【解説】 

・財産の台帳を適切に管理すると同時に、明確な管理

計画に基づいた財産管理を進めることを規定して

いる。 

・「財産」の定義について              

 本市ではバランスシート（貸借対照表）を作成し

ているが、会計用語上の「財産」＝「資産」との整 

 合性を図ることが課題である。（土地、建物、備品、

道路、有価証券、基金、職員…）         

【解説】 

・財産の台帳を適切に管理すると同時に、明確な管理

計画に基づいた財産管理を進めることを規定して

いる。 

・新地方公会計として、すべての自治体において国の

示す「統一的な基準」によりバランスシート（貸借

対照表）等の財務書類を作成している。      

・市では、この「統一的な基準」により固定資産台帳

の整備等を行うなど財務書類を作成することで、市
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・企業会計におけるバランスシート上の「貸倒引当金」

「出資損失引当金」などの財産管理貸借について、

今後は想定する必要がある。           

                         

                         

     

の財産の保有状況を明らかにするとともに適正な

財産管理に努めている。 

・また、市では「財産の効率的な運用」として、普通

財産（土地）については、早期に一般競争入札等に

より売却することを基本とし、有利と認められる場

合には貸付を行っている。基金の積立金について

は、債券購入により確実かつ効率的な運用を行って

いる。 

 

（財政状況の公表） 

第 36 条 市長は、予算の執行状況並びに財産、地方

債及び一時借入金の現在高その他財政に関する状

況（以下「財政状況」という。）の公表に当たっては、

別に条例で定める事項の概要を示すとともに、財政

状況に対する見解を示さなければならない。 

 

【解説】 

・財政状況の公表については、地方自治法第 243 条の

３第１項「財政状況の公表等」及び財政事情の作成

及び公表に関する条例において基本的事項が規定

されている。これに加えて「財政状況に対する見解」

を付し、数値の羅列ではなくわたしたち市民にとっ

て意味のある決算ディスクロージャー（決算情報の

公開）を目指すものである。また、従来の公会計か

ら一歩進み、バランスシート（貸借対照表）などの

有用なツールを使うこと、長期的な財政計画を策定

することなどを進め、外部監査（第三者による監査）

などについても今後検討しなければならない。 

                         

                         

                         

                         

【解説】 

・財政状況の公表については、地方自治法第 243 条の

３第１項「財政状況の公表等」及び財政事情の作成

及び公表に関する条例において基本的事項が規定

されている。これに加えて地方公共団体の財政の健

全化に関する法律第 3条第 1項において「財政健全

化判断比率の公表」が規定されている。      

                         

                         

                         

                         

                       

・市の財政状況については、財政状況報告書（貸借対

照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金

収支計算書）、財政健全化判断比率（実質公債費比

率、将来負担比率、実質赤字比率、連結赤字比率）、
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財政計画（５年間）を作成し、市民に分かりやすい

説明等を加えて公表している。今後は外部監査制度

（第三者による監査の制度）についての検討が必要

となる。 

 

 

第９章 評価 

（評価の実施） 

第 37 条 市は、まちづくりの仕事の再編、活性化を

図るため、まちづくりの評価を実施する。 

 

 

【解説】 

･「まちづくりの評価」とは 

まちづくり全体について、特に総合計画を柱とす

る各種計画の運営全般を評価すること。具体的には

以下の「評価」が挙げられる。 

①市の仕事の評価 

②市職員の職務評価 

③外部による評価 

・評価の手法そのものが定着していない現状では、評

価の実施をまず責務とした。           

                         

                         

                  

                         

                         

             

 

【解説】 

･「まちづくりの評価」とは 

まちづくり全体について、特に総合計画を柱とす

る各種計画の運営全般を評価すること。具体的には

以下の「評価」が挙げられる。 

①市の仕事の評価 

②市職員の職務評価 

③外部による評価 

・市では、「仕事の評価」として、平成 19 年度から千

曲市行政評価実施要綱に基づき行政評価を行うと

ともに、「市職員の職務評価」として、平成 20 年度

から千曲市人材育成基本方針に基づき人事評価（能

力評価、業績評価）を行っている。 

なお、行政評価については内部評価に加え千曲市行

政評価等外部委員会を設置し市民など外部の視点

からの評価も行っている。 
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（評価方法の検討） 

第 38 条 前条の評価は、まちづくりの状況の変化に

照らし、常に最もふさわしい方法で行うよう検討

し、継続してこれを改善しなければならない。 

 

【解説】 

・具体的な評価の手法は、社会情勢や市民意識に即応

していくため常に改善していくことを基本として

いる。 

                         

                         

                         

                         

         

                         

                         

                         

                         

                        

 

【解説】 

・具体的な評価の手法は、社会情勢や市民意識に即応

していくため常に改善していくことを基本として

いる。 

・市では、「行政評価の改善」として、平成 21年度か

ら市民などによる外部評価を取り入れるとともに、

行政評価をＰＤＣＡサイクルのＣ（チェック・評価）

に位置付け、Ａ（アクション・改善）につなげる役

割を持たせた。 

・また、市では、「人事評価の改善」として、評価方法

が煩雑になっていたり形骸化したりしていたため

令和６年度から評価項目を削減するとともに、職員

の法務能力とモチベーションの向上を図るため、自

治体法務検定の受験者に加点を行うこととした。 

 

 

第 10 章 市民投票制度 

（市民投票の実施） 

第 39 条 市は、千曲市にかかわる重要事項について、

直接、市民の意思を確認するため、市民投票の制度

を設けることができる。 

 

 

【解説】 

・本条例における市民投票制度の位置付け 

                         

                         

                         

                         

                 

本市にとって市民投票は住民意思確認のための

 

【解説】 

・本条例における市民投票制度の位置付け 

一般的に、住民投票（本条例においては「市民投

票」という名称を用いる。）制度は、課題が生じる都

度条例を制定し制度を設ける場合と、あらかじめ条

例を制定しておき、すべての案件に共通する制度を

設けておく場合の二種類がある。 

本市にとって市民投票は住民意思確認のための
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最終手段として位置付ける。まちづくりは、情報共

有と住民参加の実践が大切であり、住民投票に至ら

なくても解決できるケースが多い。従って、本条文

も「設ける」ではなく「設けることができる」とし

ており、住民投票制度を恒常的に設ける      

             ものではない。 

・住民投票制度においては、直接請求に膨大な住民エ

ネルギーを消耗することを避けるため、制度として

確立し市民の権利として明確に位置付けることが

重要である。 

・市民投票制度を設けることができるのは「市」＝｢議

会｣も含まれる。 

・住民投票制度を採用することは議会制民主主義（間

接民主主義）を否定することになるのか？ 

住民投票制度は、現行の地方自治制度を補完する

ものとして位置付けるものである。自治の本旨にお

いては、直接民主主義、間接民主主義、どちらが正

しい選択というべきものではない。双方が互いに制

度の不備を補完しながら、その時々の社会情勢に則

し住民意志をより的確に反映することが重要なの

であり、制度の柔軟な運用が必要である。 

最終手段として位置付ける。まちづくりは、情報共

有と住民参加の実践が大切であり、市民投票に至ら

なくても解決できるケースが多い。従って、本条文

も「設ける」ではなく「設けることができる」とし

ており、すべての市民投票案件に共通する制度をあ

らかじめ設ける（常設する）ものではない。 

・市民投票制度においては、直接請求に膨大な住民エ

ネルギーを消耗することを避けるため、制度として

確立し市民の権利として明確に位置付けることが

重要である。 

・市民投票制度を設けることができるのは「市」＝｢議

会｣も含まれる。 

・市民投票制度の採用    は議会制民主主義（間

接民主主義）を否定することになるのか  

市民投票制度は、現行の地方自治制度を補完する

ものとして位置付けるものである。自治の本旨にお

いては、直接民主主義、間接民主主義、どちらが正

しい選択というべきものではない。双方が互いに制

度の不備を補完しながら、その時々の社会情勢に則

し住民意思をより的確に反映することが重要    

であり、制度の柔軟な運用が必要である。 

 

（市民投票の条例化） 

第 40 条 市民投票に参加できる者の資格その他市民

投票の実施に必要な事項は、それぞれの事案に応

【解説】 

・市民投票は、事案によりその内容が多種多様である

ことが想定される。その中で投票結果をより有効に

【解説】 

・市民投票は、事案によりその内容が多種多様である

ことが想定される。その中で投票結果をより有効に
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じ、別に条例で定める。 

 

機能させるため、個別事案が発生した時点で投票条

例を制定する。 

・投票資格者は、常に法律で認められる参政権者のみ

とは限らない。本条例第 11 条に規定する子どもの

参加を求める中で、子どもが投票資格者になること

も想定される。 

 

機能させるため、個別事案が発生した時点で投票条

例を制定する。 

・投票資格者は、常に法律で認められる参政権者のみ

とは限らない。本条例第 11 条に規定する子どもの

参加を求める中で、子どもが投票資格者になること

も想定される。 

 

 

 

２ 前項に定める条例に基づき市民投票を行うとき、

市長は市民投票結果の取扱いをあらかじめ明らか

にしなければならない。 

 

【解説】 

・わたしたち市民の間で事前の論議が十分に尽くされ

ることが大切であり、結果をどう扱うかについて

は、都度、条例で具体的に定めることとする。ここ

で初めて、投票結果に市長が従うのかどうかを明確

に規定する。これにより市民投票の結果をより有効

なものとすることができると同時に、わたしたち市

民は投票結果の扱われ方を事前に承知したうえで

投票に臨むことができる。 

・住民投票の結果を単に「尊重する」として一律に規

定することはできない。個別の命題が発生した時点

で結果の扱いを決めることにより、市民総意の結果

をあいまいに扱わないこととする。        

                         

                         

                         

               

【解説】 

・投票結果の取扱いがあらかじめ明らかになっていな

ければ、市民投票を実施する意義が没却されてしま

い、市民の意見があいまいに取り扱われてしまいか

ねない。このことから、市民投票がより有意義なも

のになるように市長に対して投票結果の取扱いを

あらかじめ明らかにする責務を課したものである。 

                         

            

・一方、法律に根拠がある場合（例：地方自治法を根

拠とした市議会の解散、市議会議員・市長の解職の

際の市民投票）以外の市民投票は拘束力を持たない

と解されているため、ここで規定する市民投票にお

いては投票結果によって市長の選択や決断を拘束

する取扱い（市長が事前に「投票結果に従う又は従

わない」と明らかにすることも含む。）をすることは

許されないと考えられる。 
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・投票結果の取扱いを事前に明らかにするのは市長で

ある。そのため、地方自治法第 147 条「長の統轄代

表権」及び同法第 148 条「事務の管理及び執行権」

を侵すことにはならない。            

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                        

・市民投票は「千曲市にかかわる重要事項について、

直接、市民の意思を確認するため」に設けられるも

のであるため、市長に対する拘束力は有しないもの

の、投票結果については最大限考慮することが求め

られる。ただし、「千曲市にかかわる重要事項」は

さまざまなものがあるため、投票結果の取扱いにつ

いて一律に「尊重する」とすることは適切ではなく、

市長において、「投票結果をどの程度考慮するのか

（尊重するのか、斟酌するのか、参考にするのかな

ど）」に加え、「どの程度の割合で賛成又は反対が

あった場合に投票結果を考慮するのか」といった事

項をあらかじめ明らかにすることが期待される。 

 

 

第 11 章 連携 

（市外の人々との連携） 

第 41 条 わたしたち市民は、社会、経済、文化、学

術、芸術、スポーツ、環境等に関する取組みを通じ

て、市外の人々の知恵や意見をまちづくりに活用す

るよう努める。 

 

 

【解説】 

・さまざまな分野から千曲に関心のある市外の人々を

「千曲ファン」ととらえた。｢千曲ファン｣は市民が

気づかない（見落としている）視点を持っており、

そうした知恵や意見を有意義に活用する旨をうた

っている。                   

                         

            

 

 

 

【解説】 

・市民ではないものの千曲市に魅力を感じ、多様なか

かわりを持つ「関係人口（観光以上移住未満と例え

られる。）」は、市民が気づかない新しい視点で本市

の魅力の再発見や住みやすい環境づくりに貢献し、

本市の活性化に重要な役割を果たすと考えられる

ため、これらの人々の知恵や意見を有意義に活用す

る旨をうたっている。 
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（近隣自治体との連携） 

第 42 条 市は、近隣自治体との情報共有と相互理解

のもと、連携してまちづくりを推進するものとす

る。 

 

【解説】 

・近隣自治体間での情報共有を図り、さまざまな分野

（医療、福祉、教育、衛生、消防、農業、環境、観

光など）で総合的視点に立った連携を図ることをう

たっている。 

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                    

【解説】 

・近隣自治体間での情報共有を図り、さまざまな分野

（医療、福祉、教育、衛生、消防、農業、環境、観

光など）で総合的視点に立った連携を図ることをう

たっている。 

・市では、長野電鉄屋代線の廃止に伴う長野市・須坂

市との代替バスの運行、日本遺産における上田市・

長和町とのスタンプラリーの開催、千曲川ワインバ

レー東地区として構造改革特区制度を活用した構

成 9市町村の連携による広域ワイン振興、シェアサ

イクルにおける上田市との相互乗り入れの実施な

ど、近隣自治体との連携を図っている。 

 

 

 

（広域連携） 

第 43 条 市は、他の自治体、国及びその他の機関と

の広域的な連携を積極的に進めるものとする。 

 

【解説】 

・近隣自治体間での連携のみならず、さまざまな分野

で状況に応じた広域連携を進めることをうたって

いる。 

                         

                         

                         

                         

                         

    

【解説】 

・近隣自治体間での連携のみならず、さまざまな分野

で状況に応じた広域連携を進めることをうたって

いる。 

・本市を含む長野地域の 9 市町村では、地域の中核的

都市の長野市が「連携中枢都市」となり連携協約を

締結することにより「長野地域連携中枢都市圏構

想」を形成し、他の自治体との広域的な連携を図り、

地域の活性化・住民サービスの向上に取り組んでい

る。 
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 また、さまざまな分野との連携としては以下の取組

みを行っている。 

（１）企業、団体等との連携協定 

さまざまな企業や団体等と相互の資源を有

効に活用し、互いに連携・協力することで市

民の安全・安心の確保や地域の活性化に取り

組む。（更埴・戸倉上山田ライオンズクラブと

の青少年健全育成等に関する連携協定、損害

保険会社との地域・暮らしの安全・安心等に

関する連携協定、千曲商工会議所・戸倉上山

田商工会等とのＳＤＧｓ推進に関する連携

協定 など） 

（２）産学官連携 

企業（産）と大学（学）と行政（官）が連携

して次世代産業の創出や地域内企業の競争

力向上、地域産業の振興などに取り組む。（清

泉女学院大学・清泉女学院短期大学との「産

学官連携パートナーシップ協定」の締結（平

成 24 年度）、東信州エリアに集積する技術や

地域特性を活かし地域産業の活性化を目指

す「東信州次世代産業振興協議会に関する連

携協定」の 10市町村による締結（平成 28 年

度）、産学官連携によるＤＸ推進体制の構築

に向けた信州大学設立の「信州ＤＸ推進コン

ソーシアム」への参加（令和４年度） など） 
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（３）公民共創 

多様な民間事業者等と対話を通じて連携し、

双方のアイディアやノウハウ等を出し合い

課題解決に取り組む。（大規模建設事業を実

施する際の「サウンディング型市場調査※１」

や「建設支援アドバイザリー業務委託※２」 

など） 

※１ サウンディング型市場調査とは、自治

体のプロジェクトを構想段階で民間事

業者から市場性の有無やアイディアを

求め、事業者が参加しやすい公募条件

の設定を把握するための調査のこと。 

※２ 建設支援アドバイザリー業務委託と

は、建設・運営にかかわる概算事業費

の算出や、ＰＦＩ（設計・施工・維持

管理・運営一括発注）事業による効果

などの検証を行い、事業手法を決定す

る民間委託のこと。 

（４）民間専門人材の活用 

民間専門人材の有するスキルをさまざまな

行政分野で発揮してもらい、行政課題の解決

を図る。（総務省の「地域活性化企業人制度」

を活用した公民共創にかかわる企画推進担

当職員の受け入れ、同省の「ＣＩＯ※３補佐官

等として外部人材の任用等を行うに当たっ
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ての財政措置」を活用したＤＸ推進アドバイ

ザーの受け入れ など） 

※３ ＣＩＯとは、最高情報統括責任者と呼

ばれる役職で、ＤＸ推進に関する施策

の円滑な実施を図るため、各施策の進

捗管理や部局間の調整等を統括する。 

 

（国際交流及び連携） 

第 44 条 市は、自治の確立と発展が国際的にも重要

なものであることを認識し、まちづくりその他の各

種分野における国際交流及び連携に努めるものと

する。 

 

【解説】 

・住民自治の考え方は、世界各国の自治体においても

まちづくりのための重要な柱として位置付けられ

ている。その認識のもとに国際交流や連携を広めて

いくことをうたっている。 

・国際連携に発展する前の段階として、国際交流から

まず進める。 

                         

                         

                         

      

                         

                         

                         

                         

       

                         

                         

【解説】 

・住民自治の考え方は、世界各国の自治体においても

まちづくりのための重要な柱として位置付けられ

ている。その認識のもとに国際交流や連携を広めて

いくことをうたっている。 

・国際連携に発展する前の段階として、国際交流から

まず進める。 

・市では、ハンガリーと長年にわたり交流を深めてき

たが、平成 30年 12 月には東京オリンピック・パラ

リンピックにおける同国のホストタウン※１に登録

された。 

※１ ホストタウンとは、令和 3 年に開催された東

京オリンピック・パラリンピック競技大会を

契機に、参加国や地域との人的、経済的、文化

的な相互交流を促進する地方公共団体のこ

と。 

・また、市では、本条例第 11 条第１項及び第２項に

おける外国籍の市民もまちづくりへの参加権を有
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する旨の規定に沿い、外国籍の市民が生活するうえ

で必要な日本語を学び、地域とのかかわりを持つこ

とができる無料の日本語教室を実施している。 

 

 

第 12 章 条例制定等の手続 

（条例制定等の手続） 

第 45 条 市は、まちづくりに関する重要な条例を制

定し、又は改廃しようとするときは、次のいずれか

に該当する場合を除き、市民の参加を図り、又は市

民に意見を求めなければならない。 

(1) 関係法令及び条例等の制定改廃に基づくもので

その条例の制定改廃に政策的な判断を必要としな

い場合 

(2) 用語の変更等簡易な改正でその条例に規定する

事項の内容に実質的な変更を伴わない場合 

(3) 前２号の規定に準じて条例の制定改廃の議案を

提出する者（以下「提案者」という。）が不要と認め

た場合 

 

 

【解説】 

・まちづくりに関する条例の制定や改廃について   

 参加や意見を求める。この制度は、いわゆる｢パブ

リック・コメント｣ 手続きより一歩進めた仕組み

である。日本で一般的なパブリック・コメントの手

続きは、大きな計画とのセットで進められる場合が

多い。千曲では条例制定の際に恒常的に実施するの

で、対象範囲が非常に広い。例外規定の運用が課題

となる。 

･「まちづくりに関する重要な」とはどんな場合をいう

のか                      

 本条第１号から第３号を除き、広く市民生活全般

にかかわる場合をいう。単に大きな計画づくりにか

かわる条例だけを指すものではなく、広範である。 

              

・第１号から第３号は、必要最小限の例外規定として

設けている。 

 

【解説】 

・まちづくりに関する条例の制定や改廃について市民

の参加や意見を求める。この制度は、    ｢パブ

リック コメント｣の手続きになるが、       

    日本で一般的なパブリック コメントの手

続きは、大きな計画とのセットで進められる場合が

多いので、ここではあえて条例について規定した。 

                         

      

・市では、本条例に基づき千曲市パブリックコメント

手続要綱（平成 19 年千曲市告示第 89 号）を制定

し、パブリックコメントが必要な「条例の制定や改

廃」、「総合計画等市の基本的政策を定める計画の制

定」、「大規模な公共事業及び公共施設に関する計画

の策定」などを示している。 

・第１号から第３号は、必要最小限の例外規定として

設けている。 
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２ 提案者は、前項に規定する市民の参加等の有無

（無のときはその理由を含む。）及び状況に関する

事項を付して、議案を提出しなければならない。 

 

【解説】 

・議案提出の際に住民参加の状況を明示することによ

り、市民及び議会双方への説明責任を果たす。 

・参加が無のときも理由を明示することにより、透明

性を確保（恣意性を排除）することを目的とする。 

                         

                         

                         

                         

                  

【解説】 

・議案提出の際に市民参加の状況を明示することによ

り、市民及び議会双方への説明責任を果たす。 

・参加が無のときも理由を明示することにより、透明

性を確保（恣意性を排除）することを目的とする。 

・市では、議案を提出する際に市民の参加等の有無及

び状況に関する事項を付していないが、条文の趣旨

に沿って常任委員会の議案審議の際に説明資料と

して提出するよう努めている。今後、条文の規定に

沿った議案の提出が求められる。 

 

 

第 13 章 まちづくり基本条例の位置付け等 

（この条例の位置付け） 

第 46 条 他の条例、規則その他の規程によりまちづ

くりの制度を設け、又は実施しようとする場合にお

いては、この条例に定める事項を最大限に尊重しな

ければならない。 

 

 

【解説】 

・本条例が「自治基本条例」として、すべての条例の 

基盤                となるこ

とをうたっている。この条例が千曲 における条例

ピラミッドの頂点に立つという考え方 、他の条例

と併存するが基本的なことを串刺しにしたという

考え方、いずれもある。（前出の【条例全般を通じて

の解説】を参照。） 

・条例に上下を設けることの是非については、「教育基

本法の教育原理が他の教育法令の運用・解釈を拘束

するもの」とした最高裁の判例（昭和 51 年 5月 21

日刑集 30 巻 5号 615 頁）で公認されたといえる。 

 

【解説】 

・本条例が「自治基本条例」として、すべての条例や

重要な計画などの基本ルール（基本規範）となるこ

とをうたっている。本 条例が千曲市における最上

位の条例になる    という考え方と、他の条例

と併存するが基本的なことを串刺しにしたという

考え方のいずれもある。              
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・本条例は、憲法で規定している主権在民、基本的人

権と公共の福祉並びに幸福追求権等の各原則を受

け、その政策目標実現のためにある機構としての自

治体の「自治の理念と政策の基本原則及びその手続

き」を規定するものである。 

  よって、本条例は自治権の主体としての自治体の

基本法であり、憲法第 92 条に規定する「自治の本

旨」を直接受けているものといえる。本基本条例と

他の条例との法的な性格は、憲法と法律との関係の

理論を適用することができ、他の条例より上位にあ

り、他の条例が本基本条例に従わなければならない

という拘束力を有するものと解釈することも可能

である。 

                         

                         

                         

                         

                         

     

                         

                         

             

 

                         

                         

                         

                         

              

                         

                         

                         

                         

                         

                         

                         

      

・条例には法的な上下関係はなく並列だが、本条例を

他の条例や重要な計画などの基本ルール（基本規

範）として定めることで実質的に最上位の条例とし

て位置付けることができる。このことから、自治基

本条例は「自治体の憲法である。」と呼ばれることも

ある。 

・本条例は「基本ルール（基本規範）としてみんなで

守っていこう」という性格のものであることから罰

則規定を設けていない。 
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（条例等の体系化） 

第 47 条 市は、この条例に定める内容に即して、教

育、環境、福祉、産業等分野別の基本条例の制定に

努めるとともに、他の条例、規則その他の規程の体

系化を図るものとする。 

 

【解説】 

・各種基本条例制定の範囲は、千曲市が重要と判断す

る分野すべてが対象となる。具体的な対象範囲は予

め   整理していない。 

                         

                         

                         

                         

                         

                        

・各種基本条例を中心として市のきまりを体系化する

ことにより、まちづくりの仕組みの全体像がわたし

たちにとって分かり易い ものとなるようにする。 

                         

                         

                         

            

 

【解説】 

・各種基本条例制定の範囲は、千曲市が重要と判断す

る分野すべてが対象となる。具体的な対象範囲はあ

らかじめ整理していない。 

・市では、各行政分野の基本条例として千曲市環境基

本条例と千曲市食料・農業・農村基本条例を制定す

るとともに、基本条例ではないが行政分野ごとの基

本的な考え方や姿勢を定めた理念条例として、千曲

市交通安全条例、千曲市美しいまちづくり景観条

例、千曲市子ども育成条例などを制定している。 

・各種基本条例を中心として市のきまりを体系化する

ことにより、まちづくりの仕組みの全体像がわたし

たちにとって分かりやすいものとなるようにする。 

・本市を含め自治体では、例規集において、条例、規

則、要綱、その他諸例規を人事、財務、教育、民生、

産業経済、建設、消防など分野別に編、章、節に分

類し体系化している。 

第 14 章 この条例の検討及び見直し 

（この条例の検討及び見直し） 

第 48 条 市は、この条例の施行後４年を超えない期

間ごとに、この条例が千曲市にふさわしいものであ

り続けているかどうか等を検討するものとする。 

 

 

 

【解説】 

・本条例は「育てる条例」として位置付ける。育てる

こと（定期的な条例の見直し）は、時代経過による

条例の形骸化を防止し、市民が本条例に関心を持ち

続ける動機付けとなることである。更に、条例本来

の機能（市民の権利保護）が期待されたとおり作用

 

【解説】 

・本条例は「育てる条例」として位置付ける。育てる

こと（定期的な条例の見直し）は、時代経過による

条例の形骸化を防止し、市民が本条例に関心を持ち

続ける動機付けとなることである。更に、条例本来

の機能（市民の権利保護）が期待されたとおり作用
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しているかどうか検証することができることなど、

さまざまな機能を併せ持っている。 

                         

                       

                         

                         

                         

                         

                         

                         

        

 

しているかどうか検証することができることなど、

さまざまな機能を併せ持っている。 

・市では、平成 18 年度の本条例制定以降、令和 4 年

度まで 4年ごとに見直しの検討を行ってきた。 

いずれの年度においても、条例の改正等は要しない

との結論に達したが、これまで 17 年以上が経過し、

社会情勢は人口減少・少子高齢化の進行やＩＣＴ化

の進展、脱炭素社会に向けた取組みなど大きく変化

するとともに、関連法令等の改正も行われているこ

とから、令和 6年度において逐条解説の大幅な見直

しを行った。 

 

 

 

 

２ 市は、前項の規定による検討の結果を踏まえ、こ

の条例及びまちづくりの諸制度について見直す等

必要な措置を講ずるものとする。 

【解説】 

・条例の見直しと同時に、諸制度の見直しも実施し、

本条例の実効性を常に保証していくことが重要で

ある。 

                         

                         

                         

                    

 

【解説】 

・条例の見直しと同時に、諸制度の見直しも実施し、

本条例の実効性を常に保証していくことが重要で

ある。 

・令和 6 年度の逐条解説の見直し検討において、本条

例で規定する関連諸制度の市による取組み状況等

を明らかした。今後、これら諸制度の取組み効果を

検証し見直していくことが必要となる。 
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附 則 

この条例は、平成 19年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年 12月 24 日条例第 25 号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただ

し、第 29 条第１項の改正規定は、公布の日から施行

する。 

 

  

 


